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五 結びにかえて

一 序

 アイルランドは現在，南部(26州)と 北部(6州)と に分割 されてお り，そ

れぞれ，前者はアイルランド共和国(エ ール)の ，後者は英国の統治下に置か

れている.こ の分割をめぐり北 アイルランド紛争が生 じ，既に多数の死者や負

傷者を出し，現在もなお続いていることは周知のとお りである.本 稿では以下，

「アイルランド」 という国名を用いる場合 には共和制 の主権国家である前者の

みを指すことにし，(1)英国の一部である北アイルランドは含めないことに した

い.(2)
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 ア イ ル ラ ン ドはか つ て英 国 の植 民地 で あ った.今 世 紀 に入 り， 高 揚 し活 発 化

した反 英 民 族 運 動 は ， ア イ ル ラ ソ ドに英 国 か らの 自治権 獲 得 と， 国 家 の独 立 を

もた らした.こ の 民 族運 動 に は い くつ か の側 面 が あ るが， そ の 中心 は， ア ン グ

リカ ソ の下 で 抑 圧 され て い た カ ト リッ クの解 放 運 動 と， 民 族 の ア イ デ ソテ ィテ

ィ の確 立 と して の ゲ ー ル文 化 の復 興 運 動 で あ った.し か し， 法 の分 野 で は ブ レ

ホ ン法 へ の憧 憬 も見 られ た が ，結 果 的 に ，英 国統 治下 に お い て形 成 され た 法 体

制 を 継 受 す る こ とに な った ，(3)

 1937年 に は， 現 行 の 成 文 憲 法 で あ る ア イ ル ラ ン ド憲 法(Bunreacht na

hEireann(Constitution of Ireland)： 以 下 ，憲 法 と略)が 制 定 され た.同 憲

法 に よ り，英 国 統 治 下 で 制定 され た諸 法 は 憲 法 に抵 触 しな い 限 り， 原 則 と して

引 き続 き効 力 を 有 す る もの と され て い る.ω した が って ，愛 英 両 国 の法 体 系 は，

現 在 で も基 本 的 な 部 分 で は 同一 で あ る と言 うこ とが で き る.し か し， この こ と

は， 独 立 の時 点 に お い て 同 一 で あ った 愛英 両 国 の 法 が ， 現 在 に 至 る まで全 く同

様 の変 遷 をた ど って きた とい うこ とを意 味 す る もの で は な い.兎

 労 働 法 の 領域 に 関 して は ，1966年 の労 働 省(Department of Labour)設 置

以 降，労使 関係 に 関 す る法 の改 革 が，課 題 と され て きた.労 働 省，ICTU(Irish

Congress of Trade Unions： 労 働 組 合 の ナ シ ョ ナ ル ・セ ン タ ー)，(5)FIE

(Federation of Irish Employers： 専 ら労 使 関 係 を 取 り扱 う使 用 者 団体)の 三

者 に よ る協 議 を 経 て ，1990年 に 至 り，1990年 労使 関係 法(Industrial Rela・

tions Act 1990)が 成 立 し，一 部 の 条項 を 除 い て施 行 さ れ た.ま た，1992年7

月18日 に は残 り全 て の条項 も発 効 した.こ の時期 に 同 法 が 制定 され た背 景 に

は ，EC(ア イ ル ラ ン ドは ，1973年 に英 国 と と もに 加 盟〉 域 内 の経 済 統 合 を控

え， 外 国 企 業 の誘 致 や 海 外 か らの 投資 を 促 す と と もに ，経 済 的 な対 英 依 存 か ら

の 脱 却 を図 る， とい うア イ ル ラ ン ド政府 の政 策 的 配 慮 が 存在 して い る.

 労 使 関 係 に 関 す る法 の中 で 同 法 に よ り改 正 を 受 け た の は ， 主 に 争議 行 為 に

関 す る部 分 と， 紛 争 調 整 に 関 す る部 分 であ る.そ こで ， 同法 の制 定 を念 頭 に置

き， 本 稿 で は以 下 ， 現 代 ア イ ル ラ ン ドに お け る労使 関 係 に 関 す る法 の特 質 を，

争 議 行 為 ・紛 争 調 整 の観 点 か ら把 握 ， 分 析 す る こ とを 中 心 的 な課 題 とす る.
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 本稿の構成は，次のとお りである，まずはじめに第2章 では，独立以降の，'

アイルラン ドの労使関係に関する法の展開を概観する.こ れを踏まえて，第3

章において，1990年 法の制定過程 とその概略を英国法 の動向を視野に入れつ

つ述べる.続 く第4章 では，現時点における1990年 法の評価を試みる.

 アイルラン ドは，英国法の継受と(英 国とは異なる文化的 ・社会的 ・経済的

諸条件をもつ)地 域性に伴 うその変容過程 とい う観点から見た場合，豊かな課

題を提供するもの と考えられる.ま た，アイルランドに進出した日系企業が既

に50社 を越えているとい う経済活動の実態も存在している.ア イルランド政

府は，EC域 内の最高水準とい う高失業率が続 くなか，新たな雇用の機会を創

出し，若年層の人 口流出を抑えるために，高付加価値産業を有する日系企業の

進出に対 して期待を寄せている.(6)し か し，わが国ではアイルランド法一般に

対する関心 自体が高 くないことか ら，労働法 ・社会保障法の領域においても，

アイルラン ド法研究は未だに空白の状態 となっている.Cz)こ のことを，これら

の広義の社会法(8)の領域における英国法研究がわが国では隆盛であることと比

べると，その差は余 りにも大 きいものと言わざるを得ない.

 このような現状を踏まえ，本稿では以下，現代アイルランドの労使関係に関

する法，とりわけ今回の法改正の中心である，争議行為 ・紛争調整の法の動向

を理解する際に必要 となる，基礎的な分析を試み ようとするものである.

(1)憲 法上 ，Republic of Irelandの 国名 は用 い られ てお らず， ゲール語でdire， 英

  語でIrelandと 称 されて いる(第4条).ま た，憲法上 は，現在 もアイル ラン ド

  の領土は，ア イル ラソ ド全 島fit'及ぶもの とされてい る(第2条).1948年 の アイ

  ル ラン ド共和国法(Republic of lreland Act)の 制定 に よ り，南26州 は 「アイ

  ル ラソ ド共和国」 として，北6州 を英 国に残 したまま，完全 に独立す ることにな

  った。

(2)北 アイル ラソ ド法 の概 要 につ き， プライス ・デ ィクソン(加 藤紘捷訳)「 北 アイ

  ル ラン ドの法制度(1)～ 」駿河台法学3巻2号(1991年)参 照 。

(3) アイルラン ド法 と法文化 の 位相につ き，加藤紘 捷 「イギ リス周辺 の法文化一アィ

  ルラソ ド法文化について」名古屋 自由学 院短期大学 研究紀要 ・18号 ・(1986年)

   1頁 以下，.ナイア ル ・オ ズボ ロウ(加 藤紘 捷訳)「現代アイル ラソ ド法制史 に関す
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(4)

(5)

(6)

(7)

る最 近 の文 献 につ い て(1)～ 」 社 会 科 学 研 究(中 京 大)・9巻2号(1988年)215

頁 以 下 参 照.

Art.50.1.

現 在 ，ICTUは 本 部 を ダ ブ リン に置 き， ア イ ル ラ ン ドの61組 合 ・組 合 員44万

6千 人 ，北 ア イ ル ラ ン ドの43組 合 ・22万6千 人 を組 織 して い る・ 但 し・ こ の う

ち18組 合 は ア イ ル ラ ン ド と北 ア イ ル ラ ソ ドの 両 地 域 を 組 織 してい る.し た

が って ，ICTU全 体 で は86組 合 。67万2千 人 を 組 織 して い る こ とに な る(N・

Collins and F. McCann， Irish Politics Today(2nd. ed.)(Manchester and

：New York，1991)， P.52>.ア イ ル ラ ン ドで は， 労働 組 合 の大 半 はICTUに 加 盟

して い る(未 加 盟 組 合 は7組 合).ま た ，被 用者 全 体 の組 合 組 織 率 は約6割 で あ

る.

 ICTUは ， ITUC(Irish Trades Union Congress)とCIU(Congress of Irish

Unions)が1959年 に合 同 して 結 成 され た. ITUCは1894年 に ダ ブ リンで 設 立

され た が ，1945年VYY至 り， ITUC内 の 英 国 組合 との 軋轢 か ら， ITGWU(lrish

Transport and General Workers'Union)を 中心 とす る 国 内組 合 がITUCを 脱

退 し，CIUを 結成 した.そ の 後 ，1955年 か らITUCとCIUの 交 渉 が 開 始 され ，

1959年 に合 同 が成 立 した 。 合 同 の前 年 ，1958年 当 時 の 加 盟 組 合 お よび 組 合 員 数

は ， それ ぞれITUCが64組 合 。25万 人 ， CIUが29組 合 ・19万 人 で あ った.

ITUC設 立 か らICTU結 成 に至 る ま で の間 の ア イ ル ラ ン ド労 働 組合 運 動史 に 関

す る基 本 文 献 と して ，Charles McCarthy， Trade Unions in Ireland I894-

1960(Dublin，1977)を 参 照.

 な お ， ア イ ル ラ ン ドの 労使 関 係 の概 略 を提 供 す る邦 文 文 献 として ， 日本 貿 易 振

興 会 編 『ア イ ル ラ ン ドへ の企 業 進 出 のた め の基 本 事 項(改 訂 版)』(日 本 貿 易 振 興

会 ・1987年)第6章 を参 照.同 書Yyよ る と， ア イ ル ラ ン ドの労 働 組 合 は 次 の4タ

イ プv'分 類 で きる もの と され る.職 能 別 、(craft)組 合 ， ホ ワイ トヵ ラ ー(white

collar)ま た は 専 門 職(professional)組 合 ， 産 業 別(industria1)組 合 ・ 一 般

(genera1)組 合.ま ぢ ，1985年 時点 に お け る分 類 別 労 働 組 合 数 と組 合 員 数 は， 次

の とお りで あ っむ.一 一般 組 合 ：5組 合 ・25万 人 ，職 能 別 組 合 ：17組 合 ・5万 人 ・

そ の 他 ：53組 合 ・15万 人.以 上 の点 に つ き2、同書164頁 以 下 参 照.

日本 経 済新 聞1993年3月17日 付 夕 刊

ア イ ル ラ ン ドに お け る社会 保 障 法 ・社 会 福 祉 法 につ き， 拙 稿 「ア イ ル ラ ン ド共 和

国1949年 白 書 に おけ る問 題 点 一デ ィグ ナ ソ博 土 に よ る批 判 を め ぐ って 」法 学 政 治

学 論 究 ・8号(1991年 一①)245頁 以 下 ， 同 「ア イル ラ ン ドに お け る医 療 保 障 立

法 政 策 と任 意健 康 保 験：制 度 の 問 題 」 法学 政 治学 論究 ・10号(1991年 一②)145頁

以 下 ， 同 「ア イル ラ ソ ドに お け る家族 概 念 か ら生 じる諸 問 題 と家族 の 自律 につ い
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  て」法学研究 ・65巻12号 く1992年)415頁 以下 参照.

(8)広 義 お よび狭義 の社会法概念を， ドイツにおけ る議論を参考に考察 す る論稿 とし

  て，松本和彦 『ドイツにおけ る社会法概念 の展開一そ の法思想史的意義』研究 労働

  法 ・経済法(慶 応義塾大学産業研究所)・ 別冊3(1989年)参 照.

二 1990年 労使関係法制定 に至 るまでの展開

 (一)労 使 関 係 の 伝 統 的 な ア イル ラ ン ド ・モ デ ル

 Ferdinand von Prondzynski(i)は ， そ の1990年 の 論 稿 に お い て， 現 在 も な：

お影 響 を 与 え て い る ア イル ラ ン ドに お け る伝 統 的 な 労使 関係 の在 り方 を， ア イ

ル ラ ソ ド ・モ デ ル(“Irish Mode1”)と 呼 び ， そ こ に 示 さ れ る 性 格 を ， 保 守

的 ・硬 直 的(rigid)・ 多元 主 義 的(Pluralistic)・ 対 立 的 ， と位 置 付 け て 次 の よ

うな6つ の 言葉 で特 徴 付 け て い る.〈2)

① ボ ラ ン タ リス テ ィ ッ クで あ る こ と(voluntaristic)： 労 使 関 係 に おけ る ボ ラ

ン タ リズ ムの伝 統 の 存在.

② 対 立 的 で あ る こ と(antagonistic)： 労 使 関係 が， 基 本 的 に対 立 的 な も の で

あ る こ と.

③ 参 加 的 で は な い こ と(non-participative)： ア イル ラ ン ドで は， 第2次 世

界 大 戦 後 の 動 向 で あ る産 業 民主 制 の 様kな 試 み が， フ ォ ロー され なか った こ

と.(3)ま た， 使 用 者 と労 働 者 が ， とも に形 式 化 され た 経 営 参 加 の スキ ー ムを 疑

問 視 す るむ きが あ った こ と.(4)

④ 中央 集 権 化 され て い る こ と(centralised)： 労 使 関係 の諸 問 題 が，[職 場 単.

位 で は な く]中 央 集 権 的 な 方 法 に よ り処 理 され る傾 向 に あ る こ と.

⑤ 柔 軟 で は ない こ と(non-flexible)： ア イ ル ラ ソ ド社 会 の伝 統(”demarca・

tion society”)を 反 映 した ， 職 務 の間 に 存 在 す る硬 直 的 な 境 界 線 に よ り， 仕 事

が 分 割 され て い た こ と.そ の た め に ， 柔 軟 な 作 業 活 動 の 可能 性 が排 除 され て い

た こ と.

⑥ 制 度 化 され て い る こ と(institutionalised)： 労働 組合 や使 用 者 団体 な ど の，
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労使関係に関する問題を解決するための[制 度化 された」諸団体が存在するこ

と.ま た，国家により設置 された紛争解決のための諸機関や，政府の省庁が存

在すること.

 この ，von Prondzynskiが 指 摘 した ア イ ル ラ ソ ド ・モ デ ルの 中 に ，英 国 の

伝 統 的 な 労使 関 係 との類 似性 を見 て取 る こ とが で き よ う.こ こか ら， 独 立 時 点

の ア イ ル ラ ソ ドに お け る労使 関 係 の在 り方 は， 旧 宗 主 国 であ る英 国 の モ デ ルに

強 く影 響 され て い た こ と，(5)そ して， そ の後 も基 本 的 には そ れ を 継 承 して きた

こ とが 理 解 され る.

 これ に対 応 して ， 独 立 以 降 の ア イ ル ラ ン ドで は争 議 行 為 法 の領 域 で も， 英

国 の統 治 下 で制 定 され た 一連 の 労働 法 制 が ， 若干 の修 正 を加 え られ つ つ も， 基

本 法 た る地 位 を 占め て きた.す な わ ち ， ア イル ラ ン ドで は， 制 定 か ら80年 以

上 に わ た り，1871年 労 働 組 合 法 ・1876年 労 働 組 合 法 ・1913年 労 働 組 合 法

(Trade Union Act 1871，1876 and 1913)，1875年 共 謀罪 ・財 産 保 護 法(Con・

spiracy and Protection◎f Property Act 1875>， お よび1906年 労 働 争 議 法

(Trade Dispute Act 1906)が ， 労働 争議 に関 す る基 本 法 とされ て きた.

 した が っ て，1990年 法 が 制 定 され る ま では ，1971年 労使 関 係 法(lndustrial

Relations Act 1971)が 缶理定 され る 以前 の英 国 と基 本 的 には 同一 の法 的 枠 組 を

有 して い た もの と言 い 得 る.(6)し か し， そ の こ とは， 愛 英 両 国 にお い て全 く同

一 の法 運 用 が な され て きた
， とい う こ とを直 接 意 味 す る も の で は ない.ア ィ ル

ラ ソ ド法 的 な独 自性 も， また 存 在 して い る.そ こで， 以下 の論 述 で は英 国 法 と

共 通 す る諸 事 項 に つ い て 特 に 触 れ る こ とな く，主 に ア イ ル ラ ン ド法 に特 徴 的 な

論 点 につ い て の み 検 討 して 行 く こ とに した い.

 新 た に制 定 され た1990年 法 は ，1906年 法 を 廃 止 して 同 法 に 代 わ る新 た な ル

ー ル を設 定 した.ま た， 従 来 の紛 争 調 整 の シ ステ ムに 関 して も一一・定 の修 正 を加

え て い る.こ の よ うな1990年 法 が 制 定 され た 背 景 を 理 解 す るた め に は ，争 議

行 為 ・紛 争調 整 に 関 す る， 英 国法 の継 受 とそ の独 立 後 の展 開 を 把 握 す る必要 が

あ る.そ こで ， 次 に この点 につ い て取 り上 げ る.
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(1} Lecturer in Industrial Relations， Trinity College， Dublin.

(2) F.von Prondzynski， ”lrish Labour Law and the European Community”

   (1990) 11 Comparative Labour Law /ournal 498.

(3)労 使 協 議 惣 こつ い て は ， 労 使 協 議 会(Employer-Labour Conference)が 設 置 さ

   れ ，1970年 代 か ら1980年 代 初 頭VY'か け て ，全 国規 模 の 賃金 協 定(National Wage

   Agreement)が 結 ば れ て いた こ とが あ る.本 稿 で は ， 同 協 定 に つ い て は取 り上 げ

   な い が ， 同協 定 の実 態 お よび そ の背 景 とな る政 府 の 経 済 政 策 を 分 析 した最 近 の 文

   献 と してN.Hardiman， Pay， Politics， and Economic Performance in Ireland

   1970-1987(Oxford，1988)を 参 照.同 書 の第8章 は， 今 回 の法 改 正 の背 景 とな る

   政 府 報 告Programm for National Recoveryの 政 策 上 の位 置 付 け を 明 らか に し

   て い る.

(4)経 営 参 加 の スキ ー ムは ，私 的 部 門 の 産業y>は ほ とん ど存 在 して いな い が ，公 的 部

   門 に は存 在 してい る.ICTUは ，1968年 の年 次総 会 で 国 営企 業 へ の産 業 民 主 制

   の導 入 を 求 め る 決 議 を 採 択 した.ま た，1969年 に は， 電 力 供 給 庁(Electricity

   Supply Board)に 経 営 参 加 の ス キ ー ム導 入 を 求 め る報 告 書 ， Interim Report of

   the Committee on industrial Relataons in the Electricity Suppl：y Boardと

   Final Report of the Committee on Industrial Relations in the Electricity

   Supply Boardが 提 出 され た.政 府 は ，1977年 に ， 国 営 企 業 に お け る経 営参 加 の

   ス キ ー ムを規 定 す る ，1977年 労 働 者 参 加(国 営 企 業)法(Worker Participation

   (State Enterprise>Act 1977>を 制 定 した.取 締 役 会 の1J3を 労 働 者 代 表 が 占め

   るぺ き こ とを規 定 した 同 法 は ，1988年 に 一 部 改 正 され ，現 在 に 至 っ てい る.な

   お ， 経 営 参 加 の ス キ ー ムの 詳 細 に つ き， 以下 参 照.von Prondzynski， op. cat..，

   pp.507-509；von Prondzynski and C. McCarthy， Employment haw in

   Ireland(2nd. ed.)(London，1989)， pp.6-8；T. Kerr and G. Whyte， Irish

   Trade Union Law(Oxoh，1985)， pp.193-201.

(5)See A. Kelly and W. K. Roche， ”lnstitutional Reform in Irish Industrial

   Relations'”(1983)LXXII Studies 221.こ の こ とは ， ア イル ラ ソ ドの 労働 組 合運

   動 の創 成 期 に ，英 国組 合 の 影 響 を 受 け た こ とにか か わ る.19世 紀 後 半 の ア イル

   ラ ン ド労 働組 合運 動 創 成 期 に お け る 英 国組 合 の 影 響 に 関 して は，7.W、 Boyle，

   The Irish Labour Movement in the Nineteenth Century(Washington D.C.，

   1988)，ch.5.が そ の 概 観 を与 え る.

(6)英 国1971年 法 で行 わ れ た諸 改 革 を ア イ ル ラ ン ド法 が参 考 にす る場 合 の， 憲 法 上

   の 諸 問 題 を 検 討 す る論 稿 と して ，J. P. Casey， “Reform of Collective Bargaining

   Law：Some Constitutional lmplications”(1972)VII Irish Jur$st(n.s.)1参

   照 。
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 (二)英 国法の継受 とその展開

 独立後のアイルランドでは，労使紛争や労働組合間の紛争(1)が多発したこと

から，不安定な労使関係の改善が求められていた.ω 当時，アイルラン ドの労

働組合運動には，英国とは異なる独 自の問題点が指摘されていた.そ れは，労

働力人口に比して濫立した労働組合の数の問題 と，英国に本部を置 く労働組合

と国内組合との併存の問題である.(3>

 1937年 か ら1948年 まで政権を担当したEamon de Valera内 閣の下で，

産業通商大臣を務めたSean Lemassは ，自国産業の発展 と経済成長を目的 と

する経済政策を推進 した.そ れとともに，社会政策では労使協調ωを基本 とし

つつ労働組合運動の合理化と構造改革を図る，(5)とい う方向を指向した.

 このような ：Lemassの 影響の下で，1941年 労働組合法(Trade Union Act

1941)が 制定 された.立 法者の政策的な意図は，過度に濫立した労働組合の活

動を規制 して労働者の交渉力を強化すること，および，英国組合の活動を排除

す ること，にあった もの と解 される.<8)し かし，裁判所の法的判断は必ずし

もその意図と一一致するものではなかった._.方 ，労使関係の安定と協調 とい

う政策目的を実現するための方策 として，1946年 労使関係法(Industrial Rela・

tions Act 1946)が 制定された.同 法に基づき労使紛争の調整システムたる労

働裁判所が設置 され，活動を開始 した.

 次の，1の 労働組合法の項 目では前者について，また，2の 紛争調整の項 目

では後者について検討を加える.こ の両者の展開を踏まえた うえで，最後に，

労働争議の法規制について，そのアイルランド法的な特質を見て行 くことにし

たい.

〈1) ア イル ラン ドの労働組合運動 は，統一的 な労働運動の中で生成 したのではな く，

  様 々な相異なる立場 の組合 が緊張関係を含みつつ併存す る， とい う状況の中で展

  開 して きた.具 体的 には，カ トリックとプ ロテスタソ ト，英国組合 と国内組合，

  特定政党の支 持 と不支持 ，J. Larkinの 指導 するサ ンデ ィカ リズム とJ. Connolly

  の指導 するマル クス主義 的民族主義， などの，立場 の違いを反映 した ものであ っ

  た(K.H. Hoppen， lreland Since 1800：Conflict and Conformity(London，
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(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

1989)，pp.133，34. See also， J. W. Boyle， op. cit.；F.L. S. Lyons， Ireland

Since the Fam%ne(London，1971)， pp.673-682).

Von Prondzynski and McCarthy， op. cit.， p.20；G. Whyte， ”The Right to

Workers to Choose their Collective Bargaining Agents”(1981)75 Gazzette

of the Incorporated Law Society of Ireland 53.

Von ProndZynski and McCarthy， abid.

J。J。 Leeは ， Lemassの 社会 政 策 を ， コー ポ ラテ ィズ ム と認 めた 上 で ， そ の政 策

を ， イ デ オ ロジ カ ル な も ので はな く， む し ろ機 能 的(functiOna1)な も ので あ る と

評 価 す る(J.J. Lee， “Sean Lemass”in idem(ed.)Ireland 1945-70，(Dublin，

1979)，PP.21，22).ア イ ル ラ ン ドで は ，1930年 代 に ， ロー マ法 皇Pius XI世 の

回 勅Q紹47α96s吻o Anno〈1931年)に 触 発 され た コ ー・ポ ラ テ ィズ ム思 想 が ， 社

会 教 説 とし て一 定 の影 響 力を 有 して いた 。 こ の， カ ト リ ック的 コ ーポ ラテ ィズ ム

は， ボ ケ ー シ ョナ リズ ム(vocationalism)と 呼 ば れ ， 資本 主 義 と共 産 主義 双 方 へ

の 批 判 を 基 調 と して い た.社 会 政 策 へ の代 表 的 な 提 言 として ，Commission on

Vocational Organisationの 報 告 書 (1944年 〉 と， カ ト リッ クの 司教 で あ り

National Health Insurance Societyの 委 員 長 で も あ ったDignan博 士 のSocial

Security：Outline of a Scheme of National Health Insurance(1944年)が あ

る(J.H. Whyte， Church and State an Modern Ireland 1923-1979(2nd. ed.〉

〈Dublin，1980)， ch. Iv. Dignan博 士 の 社 会保 障制 度 改 革 案 に つ き ，拙 稿1991

年 一① 参 照).Lemassの 労 使 協 調 路 線 は この ボ ケ ー・シ ョナ リズ ム とは異 な り，宗

教 的 な価 値 理 念 に基 づ くもの で は な か った.

こ の1941年 法 の制 定 に影 響 を与 え たLemassが ， 国 内組 合 の拡 張 と労 働 組 合 の

合 理 化 ・交 渉 力 の強 化 を 指 向 した こ と に関 して ，既 存 の所 有 関 係 を 変 革 す る こ と

は望 ま なか った も の の， 労 働 者 に も経 済 成 長 か ら得 られ る利 益 を 公 正Yr....分配 す る

べ きで あ る， との信 念 を 有 して い た こ と， お よび ， そ の 選 挙 地 盤 が ダ ブ リンの 労

働 者 階 層 に あ った こ と， を指 摘 す る こ とが で き る (J.J. Lee， Ireland 1912-

1985：Politics and Society(Cambridge，1989)， p.289).

1932年 以 降 ， 英 国 組 合 の 組 織 拡 大 の 活 動 が 活 発 化 し， 国 内 組 合 との 紛 争 が増 加

した.ITUC内 部 で も対 応 が検 討 され た が ，英 国組 合 と国 内 組 合 との 軋 轢 は ，改

善 され な か っ た.Lemassは1936年 に ，状 況 が改 善 され な い 場 合 に は 国 家 が 介 入

す る 旨 を ，ITUCに 通 告 した. ITUCは 調 査 委 員 会 を 設 置 した が ， 変 化 を 望 まな

い 勢 力 と， 英 国 組 合 を減 少 させ る方 針 のITGWUの 見 解 が 対 立 した.ア イル ラ

ン ド国 内 に 基 金 と事 務所 を有 す る組 合 の み に ネ ゴ シエ ィ シ ョン ・ライ セ ンス を付

与 す る こ とに よ り濫 立 した 英 国 組 合 の 減 少 を 図 り， 労働 審 判所 の制 度 に よ り労 働

組 合 運 動 の 合 理 化 を 図 る， とい う1941年 法 は ， こ のITGWUの 見解 に影 響 を
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受 け て い る(McCarthy， op. Ctt.， chs，4，5；M. Daly， Industrial Development

and Irish National Identity，1922-1939(New York，1992)， pp.130，31).

 1 複数組合主義 と労働組合法の対応

 アイルラン ドの労働組合法は，独立時点における英国法を前提に，それを修

正する形で展開してきた.ア ィルラソドにおいて，英国か ら継受した労働組合

法に対 して加えられた最も：重要な修正は，1941年 労働組合法 の制定 である.

同法は，前述の，複数組合主義に伴 う弊害を除去するために労働組合の活動を

制限することを，主たる目的とするものであった.

 具体的には，次の二つの制度が新設された.一 一つは，団体交渉の当事者に対

して一定 の資格要件 を満たすことを求 めた，ネゴシエイション・ライセンス

(negotiation Iicence)の 制度 の設定であ り，もう一つが，アメリカの交渉単

位制 ・排他的代表制 と類似 した制度を採用 し，多数派組合に対して唯一交渉権

くsole bargaining rights)を 付与するための手続の設定である.そ こで，はじ

めにネゴシエイショソ・ライセンスについて，そして次に唯一交渉権について

取 り上げる.

 政府には，濫立した労働組合を整理統合する，とい う目的をもって特定の労

働組合を解散させるための法的根拠が存在 しない.そ こで，団体交渉が安定的

な組織を有する当事者間で行われることを保障するために，政府は，ネゴシェ

イション・ライセソスの制度 を導入 した.1941年 法では，アイルランド国内

に事務所が存在することや，高等法院に対して規模に応じた額の供託金を収め

ることなどの，一定の形式的要件を満たした使用者 と組合に対してのみに労働

大臣がネゴシエイション ・ライセソスを交付することにより，当事者適格を制

限した.ω ネゴシエイショソ ・ライセソスの交付に際して，国内組合の場合，

労働組合の登録が要件とされている.し かし，ネゴシエイショソゼライセンス

の制度自体は，訴訟能力 の観点から導入された，1871年 労働組合法における

労働組合の登録制度とは異なる目的を有する制度である.

 1941年 法は，第6条(1)に おいて，同条(3)に 規定する一定の例外的な場
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合 を除 き， ネ ゴ シエ イ シ ョソ ・ラ イセ ンス を保 有 す る当事 者 以外 が行 う， 賃 金

そ の他 の 雇 用 条件 に 関 す る事項Y'つ い て の交 渉 は ，適 法 的 で は な い こ とが 宣 言

され て い る。(2)続 く 第7条(1)で は， 一 定 の 条 件 を 満 た した 労 働 組 合(au・

thorised trade Union)に 対 して の み に ネ ゴシ エ イ シ ョソ ・ラ イ セ ソ スを 付 与

す る 旨， 規 定 され て い る.(3)ま た ， ネ ゴ シエ イ シ ョソ ・ライ セ ソスが 付 与 され

た 組 合 に は ， 組 合 員 の 登 録 に 関 す る規 約 の 制 定 や ，組 合 員 名 簿 の作 成 が 義 務 付

け られ ， 組 織 構 成 の 明 確 化 が 求 め られ た.C4)ネ ゴ シエ イ シ ョン ・ラ イ セ ソ スの

制 度 に よ り， 安 定 的 な 組 織 を 有 す る労働 組 合 の み が 団体 交 渉 の 当事 者 と して 法

的 に保 護 され る こ とに な った.(5)

 前 述 の とお り，1941年 法 は 団体 交 渉 の当 事 者 た る 労働 組合 の 数 を実 質 的 に

減 少 させ るた め の 手段 と して ， ネ ゴ シエ ィ シ ョン ・ラ イ セ ソ ス の 制 度 と と も

に ， そ の 第 皿 部(6)に お い て ， ア メ リカ の交 渉 単 位 制 と類 似 した新 た な制 度 を設

け た.す な わ ち ， 多 数 派 を 占 め る単 一 組 合 ， ま た は， 連 合 を組 む こ と に よ り多

数 派 を 形成 した 複 数 組 合 に対 して の み に ，唯 一 交 渉 権 が与 え られ る も の と され

た.そ の た め の 手続 を行 う行 政 審 判 所 と して ， 労 働 組 合 審 判所(Trade Union

Tribuna1)を 設 置 した.(7)同 審 判所 は ，特 定 部 門(a particular class)に お い

て 多 数 派 を 占め る組 合 か らの 申請 が あ っ た場 合 に， 申請 組 合 に対 して 同部 門 の

唯 一交 渉 権 を付 与 す るか 否 か の 決定 を行 う権 限 を有 して いた.(8)

 しか し， この制 度 は短 命 に終 わ っ た.唯 一一交 渉 権 の合 憲 性 が 争 点 とな った，

National Union of Railwaymen v. Su11ivan事 件(9)の 最 高 裁 判 所(Supreme

Court)判 決(1947年)に お い て ，1941年 法第 皿部 は違 憲 で あ る と判 断 され た

か らで あ る.

 憲 法 第40条(6)(1)(iii)は ， 市 民 に対 し て， 結 社 お よび 組 合 を 形成 す る

権 利(right of citizens to form associations and unions)を 保 障 して い る.

そ れ と同時 に，公 益 の観 点 か ら，これ らの諸 権利 の 行使 を規 制 お よび統 制(reg・

ulation and contro1)す るた め の 立 法 を行 うこ とが 認 め られ て い る.'高 等 法

院(H：igh Court)は ， ア メ リカ の先 例 を参 照 しつ つ， 唯 一 交 渉 権 を保 有 しな い

組 合 の団 体 交 渉 を 禁 止 す る こ と も憲 法 の い う と ころ の 「規 制 お よび 統 制 」 の範
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囲に含まれるものと判示 し，同制度は合憲であると判断 した.こ れに対 して，

最高裁の多数意見は，同条の権利保障には，(公 序と道徳性 を前提 に)結 社の

相手方を選択する個入の自由も含 まれていると認めた.そ の上で，個人か ら結

社の選択を剥奪する1941年 法第：皿部は，結社の自由の行使を統制するもので

はなく，それを完全に否定するものであ ると判示 した.こ こにおいて，1941

年法の唯一交渉権の制度は，組合選択の自由の観点から違憲であることが確定

した.qo)

 同判決を受けて，複数組合主義が労使関係に対 して与える好 ましくない影響

を，効果的に抑制する目的か らその導入が図られた唯一交渉権の制度は，廃止

されることになった.そ の結果，複数組合の濫立に伴 う弊害を回避するために

政府が選択 し得る方策は，次の二つの間接的な手段に止まることになった.第

1の 方策は，先に述べた，ネゴシエイシ ョソ・ライセソスの制度を用いること

である.第2の 方策として，組合の合同を容易にし，促進するための法制度を

整備することが考えられた.こ のことを主 たる 目的 として，1975年 労働組合

法(Trade Union Act 1975)が 制定された.

 組合の合同に関しては，従来，1876年 労働組合法第12条 と，1917年 労働

組合(合 同)法(Trade Union(Amalgamation)Act 1917)が 存在 していた.

これ らを改正 した1975年 法では，組合による任意的な組織の合同(新 設合同

および吸収合同)を 促進するために，合同手続が簡略化され，また，合同に際

して国家から金銭的 な援助がなされることになった.(sip同 法において，アイ

ルラン ドの地域性の観点か ら特に注 目されるのは，第9条 である.

 既に述べたように，アイルランド国内にはカナダと同様に，外国に本部を置

く労働組合が多数存在 してきた.ま た，それ らの組合のアイルラソ ド支部は，

相当程度の自主性を有していた.そ のために，外国組合の支部組合員が，支部

として他組合との合同を決議する，とい う事態が想定 される.こ の場合，合同

の決議の法的効力如何が問題となる.こ の点に関して，第9条 は，外国に本部

があ り，かつ本部所在地の法律により 「労働組合」であると認定 されている団

体のアイルランド支部において，国内に居住する組合員の過半数が承認 した場
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合 ， 同 法 の 手続 に した が っ て他 組 合 との合 同を な す こ とが で き る もの と規 定 し

た.National Union of Journalists v. Sisk事 件(12)で は， 同法 に い う労 働 組

合 の 支 部 は，1871年 労 働 組 合 法 に 基 づ く， ア イ ル ラ ン ド国 内 で の組 合 登 録 を

要 件 とす るの か 否 か が 争 わ れ た.こ の 問 題 に つ き，高 等 法 院 判 決(1990年)は ，

組 合 合 同 に関 す る規 定 は 登 録 組 合 に の み 適用 され る との判 断 を示 した.こ れ に

対 して ， 最 高 裁 判 決(1992年)の 多 数：意 見(13)は ，組 合 員 個 人 に対 して保 障 さ

れ る， 組 合 を形 成 し所 属 す る権 利 の 存 在 を 根拠 と して 高 等法 院 の判 決 を斥 け た.

す なわ ち，1975年 法 が 登 録 組 合 のみ に 適 用 され る と解 す るの は， 個 人 が 組 合

を形 成 し所 属 す る権 利 の行 使 の規 制 ・統 制 に あ た り， そ れ が 正 当化 され る の は，

公益 が 存 在 す る場 合 に限 られ る との 見解 を示 した.そ の上 で，1975年 法第9

条 の 適用 を登 録 組 合 に限 定 す る こ とに は 公 益 は 存 在 しな い もの と認 め， 同 条 に

お け る労働 組合 に は非 登 録 組 合 も含 まれ る と判 示 した.

 以 上 ， 独 立 以降 の ア イ ル ラ ン ドに おけ る労 働 組 合 法 制 を動 か して きた 最 も重

要 な 要 因 で あ る，複 数 組 合 主 義 の弊 害 を抑 え るた め の立 法 政 策 の 展 開 と， 判 例

の対 応 に つ い て述 べ て き た.こ れ に 加ix.て ， 組 織 強 制 の 問 題 に 関 連 して， 結

社 ・組 合 に 加 入 しな い の 自由 の 法 的 な 保 障 に つ い て も触 れ る必 要 が あ る.ア

イ ル ラ ソ ドで は ，組 合 に加 入 しな い 自 由 の法 的 な位 置 付 け は ，上 述 の憲 法 第40

条(6)(1)(iii)の 解 釈 を め ぐる憲 法 問題 とな っ た.同 条 は ， 「結 社 お よび組 合

を形 成 す る 自 由」 を 保 障 す る， と規 定 され て い る.し た が っ て， 組 合 に 加 入 し

な い 自由 の法 的 根 拠 に関 しては ， 類 似 の 条項 を 有 す る ボ ン基 本 法 第9条 第3項

と比 較 した場 合 ，解 釈 の余 地 が よ り広 く残 され て いた.C14)

 この 問 題 に関 す る リー デ ィ ソ グ ・ケ ー ス とな っ た の は，Educational Com・

pany v. Fitzpatrick(no.2)事 件(is)で あ る.入 職 後 ク ロー ズ ド ・シ ョ ップの

合 憲 性 が 争 わ れ た 同 事 件 の 事 実 関 係 は ， 次 の とお りで あ る.原 告 会 社Educa-

tional Company of Ireland Ltd.(X会 社)の 従 業 員 は ，被 告 組 合Irish Union

of Distributive Workers and Clerks(Y組 合)に よ り組 織 され て い た.し か

し， 組 合 加 入 を 拒 否 して い る9名 の 従 業 員 が い た.Y組 合 は， X会 社 に対 して，

組 合 加 入 を 拒 否 した従 業 員 に つ き， 当該 組 合 に加 入 させ るか 解 雇 す るか の， い
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ずれかの処遇を行 うよう求あた.し かし，X会 社がこの要求を拒否 したために，

Y組 合はス トライキおよびピヶッティングを行った.こ れに対 して，X会 社は・

ニューサンスを構成するものとしてピケッティソグの差止命令 と損害賠償請求

の訴を提起した.Y組 合は，当該 ピケッティソグは1906年 争議行為法に基づ

く正当な争議行為であ り，免責を享受するものと主張した.一 方，X会 社は，

組織強制の確保を目的 としたピケッティソグは憲法第40条(6)(1)(III>に

.違反するものであ り，1906年 法第2条 はその限 りに おいて違憲無効であるこ

とを主張した.

 最高裁判決は，憲法を根拠に，組織強制を目的 とする争議行為の免責を否定

したが，そこには，異なる二つの理論構成が含まれていた.Kingsmill Moore

裁判官 と，6Dalaigh裁 判官は，憲法第40条(6)(1)(iii)は 結社 ・組合に

加入 しない権利を黙示的に保障 しているものと指摘 し，消極的結社権が憲法上

保障されていることを認める立場を採 った.一 方，Haugh裁 判官は，組合加

入を拒否した従業員は組合外に留まることを目的 として，一時的に憲法により

保障された結社の自由を行使 したものと理論構成 した.

 その後，Meske11 v. CIE事 件(16)最高裁判決(1973年)に おいて，多数意

見により前者のアブ冒一チが採用されるに至った.し たがって，アイルラン ド

において組織強制を強行することは，憲法による消極的結社権の保障が根拠 と

な り法的には不可能 となった.C17)

 以上のように，アイルラソ ドの裁判所は，労働組合 と個人の関係につき，憲

法第41条(6)(1)(iii)を 根拠に個人の自由権的基本権を重視する判断を行っ

てきた.こ のことは，労働組合と組合員個人の法的関係を 「結社の自由」を軸

にして構成することにより，労働組合の利益の強化 よりも，個人の団体からの

自由の保障をより重視するとい う，裁判所の基本的な立場を示す ものと言 うこ

とができよう.

(1) ネゴシエ イシ ョン ・ライセ ンスの制度 と，憲法 の結社 ・組合形成の 自由 との関係

  が問題 とな り得 るが，公益 の観 点か らの規制 お よび統制 の範囲内に含 まれ るもの
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(2)

(3)

(4)

(5)

(6)

(?)

(g)

(9)

(10)

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

と 解 さ れ て い る(R.J. P・Mortished， “lrish Trade Union Law”in F. C. King

(ed.)， Public Administration in Ireland vol. III(Dublin，].954)， pp.172，73；

Whyte， op. cit.；idem， ”lndustrial Relations and the Irish Constitution”

(1981)XVI Irish jurist(n.s.)35).

S.6(1)： ”lt shall not be lawful for any body of persons， not being an ex-

cepted body， to carry on negotiations for the fixing of wedges or other

conditions of employment unless such body is the holder of a negotiation

licence.”

後 述 の よ うに ，1990年 法 に お け る労 働 組 合 は ， こ のauthorised unionの み を 指

す も の と定 義 さ れ た(lndustrial Relations Act 1990， s.8).

Ss.12，13.

ネ ゴ シ エ イ シ ョ ン ・ラ イ セ ン ス の 申 請 は ，Trade Union Act 1941(Application

for Negotiation Licence)Regulations 1942に 示 さ れ て い る フ ォ ー マ ッ トに 従

う も の と さ れ る.

Ss.18-40.

Cf. Industrial Relations Act 1971(Gt. Brit.)， s.45(1)(b).

但 し ， 英 国 組 合(s，26(2>)お よ び 公 務 員 の 職 員 団 体(s.26(6))は ， 唯 一 交 渉 権 を

得 る こ と が で き な い も の と され た.

[1974]1.R.77.

複 数 組 合 主 義 へ の 法 的 対 応 の 観 点 か ら 同 判 決 を 比 較 法 的 に 検 討 す る 論 稿 と し て

von Prondzynski， Freedom of Association and Industrial Relations：ACom-

parative Study(London and New York，1987)， PP.17-38.ま た ， 同 判 決 へ の

批 判 的 論 評 と し て ，McCarthy，1977， P.503-8；Casey， op. Clt.；idem， Con-

stitutional Law in Ireland(2nd. ed.)(Dublin，1992)， pp.482-85；Whyte，

1981.こ れ ら の 批 判 は ， ① 現 在 の 判 例 で は ， 第40条(6)(1)(iii)の 「規 制 お よび

統 制 」 の 中G'， 禁 止 を 含 む も の と 認 め て い る こ と ， ま た ， ② 憲 法 が 保 障 す る 結 社

・組 合 形 成 の 自 由 は ，(交 渉 単 位 た る)結 社 ・組 合 を 選 択 す る 自 由 の 保 障 ま で 含

む も の で は な い こ と を 指 摘 す る 。

S.15.

[1992]LL.R.M.96.

Finlay C. J.(Herderman， O'Flaherty and Egan 11. concurring).

See J. P. Casey， ”Some Implication of Freedom of Association in Labour

Law：AComparative Survey with Special Reference to Ireland”(1972)21

LC.L.Q.699；T. Kerr and G. Whyte， op. cit.， pp.7-15；von Prondzynski，

1987，pp.51-2，68-70；Whyte，1981.

[1961]LR.345.
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く16) [1971]1.R.121.

{17) 消 極 的 結 社 権 を組 織 強 制 の禁 止 に 用 い る こ とに よ り， 労 働 組 合員 の 自由 を保 障 す

  る とい うア イ ル ラソ ド法 の対 応 につ き，AStaines， “Constitutional Protection

  and the European Convention on Human Rights-An Irish Joke?”(1981)

  44M.L.R.149；G. White， ”Constitutional Protection and the European

  Convention on Human Rights-An Irish Joke? The Punchline”(1981)44

  、M.L.R.541参 照.

 2 紛争調整のシステム：労働裁判所の設置

 1946年 には，労使関係の安定 と協調が必要 とされたとい う当時 の社会状況

と，Lemassの 社会政策を背景 として，1946年 労使関係法が制定された.同

法の目的は，労使間の調和的な関係を促進することにあるとされている.C1)同

法の最大の特徴は，労使紛争の調整機関として労働裁判所(Labour Court)を

設置したことである.紛 争調整のシステムとしては，既に，調停サービスの枠

組を設定した英国政府の立法である1896年 調停法(Conciliation Act 1896)カ ミ

存在していたが，1946年 法はこれを全面的に改定することになった.

 労働裁判所は，労使関係の調和の促進を目的 として設置 された行政機関であ

る.高 等法院の裁判例では，労働裁判所の性格を次のように説明している.

 「[労働裁判所は]，労使間の調和を促進する任務 を課 された，調停につ き大

きな責任を有する委員会(board)で あ り，また，命令ではなく，勧告 を作成

するとの観点から，労働争議の調査を行 う.… …強制の結果としての服従(sub・

mission by coersion)の 代わ りに，説得による平和(peace by persuation)

をもたらす ことを目的 とする.」(2)

 このように，1946年 法により設置された労働裁判所は名称こそは 「裁判所」

ではあるが，裁決を行 うべき行政審判所とは異なる，公益の観点からの調整機

関 として位置付けられていた.

 具体的には，1946年 法では労働裁判所に対 して次の任務が与.2ら れた.

① 労使 紛 争 の 解 決 に 向 け て ，斡 旋(conciliation)， 調 停(mediation)， 調 査
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(investigation)， 調 査 に 基 づ く勧 告(recommendation)， お よび，仲 裁(arbi・

tration)を 行 うこ と.

② 主 に 組 合 の 組 織 率 が 低 い 産 業 に つ い て ，特 別 の 団体 交 渉 機 関 で あ る合 同労

働 委員 会(Joint：Labour Committes)を 設 置 す る こ と.(3)

③ 主 に組 合 の組 織 率 が 高 い 産 業 に つ い て ， 労使 の 自主 的 判 断 に よ り設 け られ

る 団体 交 渉 機 関 であ る合 同 産 業 協 議 会(Joint Industrial Councils)の 設 置 を

促 進 し， そ の登 録 を 行 うこ と.C4)

④ 申請 に応 じて， 労 働 協 約(E血ployment Agreement)を 登 録 す る こ と.

ま た， 申請 に応 じてそ の解 釈 を決 定 す る こ と.(5)こ の ， 労 働 裁 判所 に登 録 され

た 労 働 協 約(Registered Employment Agreement)は ， 上 述 の 合 同 産 業協 議

会 で締 結 され た 場 合 には 当 該 産 業 の 全 労 働 者 に ， また ， そ れ 以 外 の場 合 に は，

組 合 員 か 否 か を 問 わ ず 協 約 に 示 され た 部 門 の 全 労 働 者 に拡 張 適用 され る.

 これ らの，労使紛争の調整や予防のための諸活動の中でも，労働裁判所の主

たる任務は，①の紛争調整のサービスを提供すること，すなわち，集団的紛争

の調整にあった.(6)労 働裁判所に対 しては，法律の専門家による法的裁定の機

能ではな く，労使関係に対するいわば後見的な機能 が期待 された.

 労働裁判所は，労働大臣が任命する次のメンバーからなる，三者構成 とされ

た.委 員長(Chairman)， 副委員長(deputy Chairman：)， 使用者委員(em・

ployers'member)， 労働者委員(workers'member).い ずれも国内に居住す

ることが資格要件 とされているが，法律の専門家であることは資格要件とはさ

れなかった.(7)委 員長および副委員長は専任であ り，その任期は大臣が定める

ものとされた.両 者の任命に際 して，大臣は通常，事前に労働組合および使用

者団体に諮問を行 う.し かし， この点についての法的な定めはなく，あ くまで

も慣行とされているにす ぎない.(8)使 用者委員 と労働者委員は，労働組合およ

び使用者団体を代表する組織により指名された者の中か ら任命される.使 用者

委員および労働者委員の任期は，5年 を越えることができない.大 臣が特定の

委員を罷免できるのは，当該委員が・一定の欠格事由に該当 し，かつ指名した組
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織の同意がある場合のみに限られる.ま た，委員は在任中，労働裁判所の職務

の妨げになるような職業に就 くことはできない.委 員長，副委員長，および委

員の俸給は，公費(public fund)か ら支弁される.た だし，その身分をめ ぐっ

ては，公務員であるか否かの議論がある.CB)

 労働裁判所には また，同裁判所が任命 し，斡旋員(conciliator')お よび調

停員(mediator)と して労使紛争の調整に関与する，労使関係官(lndustrial

Relations Officer)が 置かれている.

 1990年 法が制定 されるまでは，紛争調整のサービスは以下 のような形 で行

われていた.(1。)

 まずはじめに，当事者か らの申請に基づき，労使関係官1名 を斡旋員として

：斡旋が行われる.斡 旋は，労使双方が紛争解決の合意に至 り，紛争が自主的に

解決されることを目的 として，斡旋員が両当事者の交渉の場に参加することで

ある.そ のため，斡旋員は当事者に対して斡旋への参加を強要する権限を有せ

ず，交渉に助力し解決の方策を示唆することにとどまる.し たがって，いずれ

かの当事者に圧力をかけることや，解決策の勧告を行 うことは認められないも

のとされる.

 次に，斡旋が不調に終わった場合の規定として，調査手続の前段階で調停を

行 うことができるものとされた.調 停は，両当事者の間)'YY`.永続的な紛争解決，

あるいはf一 時的な紛争解決(例 えば，調査が行われている間の操業確保など)

をもたらす ことをその目的 とする.調 停員には，斡旋員とは異な り，調停案を

両当事者に対 して提示することが認め られた.そ の場合，労働裁判所委員長は

労使関係官1名 を調停員に指名し，調停員 としての包括的権能(general au-

thority)を 付与することができるものとされた・

 このように，斡旋から調停までの段階は労使関係官が担当することになって

いた.労 働裁判所の委員による調査，調査に基づ く勧告の作成，お よび仲裁

は，斡旋ないし調停が不調に終わった場合にのみ，実施されるものとされた.

その際，委員長は，迅速な事件の処理のために必要であ ると判断した場合に

tip，委員長(ま たは副委員長)1名 ，使用者委員1名 ，労働者委員1名 からな
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り，独立 の審議機関として機能する，部(division)を 設置できることになっ

ている.

 労働裁判所は，原則 として労使双方が調査を行 うことに合意 し，かつ，労使

関係官からの，斡旋が不調に終わった旨の報告を受けた場合に，はじめて調査

の手続を開始するものとされた.労 働裁判所は，労働争議の調査を行い，調査

に基づき勧告を作成する権限を有している.し かし，労働者ないし労働組合か

らの請求がある場合を除き，労働裁判所には勧告の作成が義務付けられていな

い.ま た，作成 された勧告は労働争議の法的裁定を行 うものではなく，したが

って，両当事者を法的に拘束する訳ではない.

 アイルラン ドの労働裁判所には，強制仲裁の制度が設けられていない.紛 争

に関与する全当事者の合意がある場合にのみ，仲裁手続が行われるものとされ

た.そ の際，労働裁判所は，第三者に紛争の仲裁を付託するか，あるいは，労

働裁判所自身で仲裁を行 うことができる.な お，仲裁の規定は1946年 法に設

けられているが，仲裁の実効性を確保するための，違反当事者に対する制裁規、

定は設け られなかった.

 以上のような形で，労働裁判所の主たる任務である紛争の調整サービスは行

われていた.こ の一連の手続の中に，労使自治を：尊重しつつ，将来に向けての

安定的な労使関係の確立に助力するとい う，労働裁判所の基本的な機能を見て

取ることができよう.し かし，その後，労働裁判所の在 り方に若干の変化が見

られることになった.そ れは，労働裁判所に対 して，労働協約の解釈の決定以

外にも準司法的な機能が加えられたことによる.

 1969年 以降，労働裁判所に対して，関連各行政審判所 とともに，個人 の法

的諸権利をめぐる紛争を裁決する権限が一一定の範囲で付与されてきた.こ の傾

向は，とりわけ，1974年 以降 に顕著 になった.そ の背景には，アイルラソド

が加盟す る諸条約や，英国の立法政策の動向に影響 を受 けて，1974年 以降順

次制定 されてきた，労働者の差別撤廃や不公正解雇に関する一連の保護立法の

展開が存在 している.し たがって， これ らの諸立法の位置付けに関しても更に

検討を行 う必要があるが，本稿の問題関心か らは外れることになる.今 後の検：
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討課題としたい.

 このように，労働裁判所が準司法的機関の性格を強めることは，労働裁判所

本来の制度趣旨に照 らした場合には，必ずしも一貫性があるものとは言 い難

L・・1990年 法に至るまでの労働裁判所の基本的な性格は， あ くまでも労使 自

治を尊重 し，紛争の自主的解決に助力する調整機関であるとい う点に求められ

よ う.

)

)

¶⊥

ウ
臼

(

(

(3)

(4)

(5)

(6)

(7)

(g)

く9)

{10)

Industrial Relations Act 1946， preamble.

Gavan Duffy P.， McEloy v. Mortished(High Court， unreported，17 June

1949)in Kerr and Whyte， op. cat.， p.338.

Ss.35-41.

Ss.59-65.

Ss.25-33.

Von Prondzynski and McCarthy， op. cit.， p.28.

法 律 の 専 門 家 で あ る こ とが 委 員 の 資格 要 件 と され て い な い点 は ，わ が 国 の労 働 委

員 会 と同様 で あ る.ア イル ラ ン ドで は ， か つ て ， 委員 長 は バ リス タ ー か ソ リシ タ

ー の地 位 を資 格 要 件 にす るぺ きで あ る との 修 正 案 が 下 院 に提 出 され た が
，採 用 さ

れ なか った(Kerr and Whyte， op. CZt.， P.339).

Kerr and Whyte， op. cit.， p.339.

こ の問 題 は， 委 員 の 被 保 険 者 資格 を め ぐ り争 われ た(Murphy v. Minister for

Social Welfare((igs7]1. R.295).同 判 決 で は ，1981年 社会 福 祉(統 合)法

(Social Welfare(Consolidation)Act 1981)に お け る 「政 府 の 公 務 また は 国 家 の

公 務 に 雇用 され る者(employ[ed]in the civil service of the Government or

the civil service of the State)」 に， 委 員 も含 まれ る もの と判 断 した.し か し，

同 判 決 に対 して は， 公 務 員 の雇 用 関 係 とは異 な る， 次 の 諸 要 因 の存 在 を 考 慮 す る

必 要 が あ る こ とが指 摘 され て い る.① 労 働 大 臣 は， 労 働 者 委 員 ， 使 用 者 委 員 の任

命 に つ き， それ ぞれ 労 働組 合 の代 表 組 織 ，使 用 者 団 体 の代 表 組 織 に よる指 名 を要

す る点 ，② 委員 の任 期 は ，大 臣 に よ り定 め られ る点 ， ③ 委 員 の 罷免 にあ た り， 指

名 した 組 織 の 同 意 を要 す る点(G.Hogan and D. Morgan， Administrative Law

in Ireland(2d. ed.)(London，1991)， p.71).

1990年 法 制 定 以 前 の 労 働 裁 判：所 に よ る紛 争 調整 手 続 の 詳 細 に つ き，Kerr and

Whyte， op. Clt.， ch.12， 参 照.
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 3 労働争議の法規制

 英国の1971年 労使関係法が制定 されるまでは，愛英両国の労働争議法はほ

ぼ同一の法構造を有していた.す なわち，1871年 労働組合法，1875年 共謀罪・

財産保護法，1906年 労働争議法を基本法 とした体系 で あ る.ア イルラソドで

は，1990年 法制定以前はこの法状態が続いていた.

 1906年 法の基本構造と， その性格に関 しては，既に英国法に即 した研究が

多 くなされている.そ こで， ここでは それらの諸論稿を参考にしつつ，1990

年法制定に至るまでのアイルラソドにおける労働争議法の特徴を，英国法との

比較において概観する.

 既Y`述 べた ように，アイルラン ドは独自の成文憲法を有 している.し かし，

1937年 とい うその成立年代の時代的背景もあり，積極的な権利 た る争議権は

保障 されていない.し たがって，独立後も，英国争議法の基本的な枠組は維持

されてきた.す なわち，本来，コモソ ・ロー体系の中で不法行為や契約違反を

構成す るべき，ス トライキや ピケッティソグなどの争議行為は，それが正当な

争議行為の範囲内にある限 り，その組織者あるいは実行者は例外的に訴訟から

免責 されるとい う法構造が維持された.(1)ま た，組合は不法行為の団体責任に

つき特権的免責を享受す る(組 合に対す る不法行為訴訟の受理が禁止される)，

とい う1906年 法第4条 の原則 も維持 された.

 英国法と比較した場合，独立以降のアイルランド法の特徴は， コモソ・ロー

の不法行為法理の展開に対する裁判所の判断 と，立法の欠如の中に見い出す こ

とができる.そ こで，ここでは雇用契約違反に関しては割愛 し，不法行為責任

の問題を中心に取 り上げることにしたい.

 争議行為の組織者，および ピケッティング実行者は，コモソ 。ローの下では

本来，不法行為責任を負 うべき個人 として構成される.こ れに対 して，1906

年法は，争議行為に正当性を認める場合Yy限 り例外的に免責を付与し，個人責

任の緩和を図った.そ の後，英国では，「……団体責任の免責をもた らした前

記の1906年 労働争議法は，同時に…争議労働者の不法行為責任についても主

な構成要件に対する免責を規定 して同責任の緩和をはか り，ついで1965年 労
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働争議法が，そ うしてさらには1974年 ・1976年 労働組合 ・労働関係法がこの

免責の補充をはかっ」てきた，(2)更に，1980年 代 の諸立法により・ ピケヅテ

ィソグV'対する一定の制限，第二次的行為の禁止，労働組合の代替責任の明確

化，労働争議の定義の変更 と免責範囲の限定，争議前秘密投票の義務付けと組

合民主主義の徹底，クローズ ド・シ ョヅプ協定締結 ・維持を目的とした争議行

為の免責剥奪，が行われて現在に至っている.(3)

 この間，アイルラソドでは，これらの英国法に対応する諸立法の制定がなさ

れてこなかった.ま た，アイルラソドの裁判所は1906年 法を，一貫して次の

ような認識の上に立って運用してきた.そ れは，同法はコモソ ・R一一上の諸権

利を廃棄し，あるいは縮小するものであること，したがって，相当の厳格性を

もって解釈されるべきであ り，1文言の中に]明 確Yy示 されたのよりも広い範

囲に当てられるべきではない との認識 であ る.(4)ま た，1906年 法の解釈を拡

張することのみならず，同法そのものに対して消極的な評価を与える裁判官の

見解 も存在していた。(5)

 裁判所の，個人の自由権的基本権を重視する傾向は，憲法上の個人の自由権

侵害を直接の法的根拠として争議行為者の不法行為責任を追及できる，との理

論構成の採用 としても表れた.(6)

 このような裁判所の態度 と独立以降の立法の欠如は，争議行為責任の免責法

理Y'関 して次のような展開を生 じることになった.

 ①争議行為の手段につき，雇用契約違反の脅 しは違法手段であ り，脅迫(in・

timidatiOn)の 不 法 行 為 を構 成 し， 免 責 は受 け られ ない も の とされ た ・ これ は ・

労 働 組合 が特 定 労 働 者 の解 雇 を会 社 に要 求 す る際 に ， 労 務 放 棄 の 脅 しを 用 い て

圧 力 を か け た 行 為 の 正 当 性 が 問題 と され た，Riordan v・Butler事 件 最 高 裁 判

決(1940年)(7)に よ り確 定 した.

 これ に 対 して ，英 国 で は ，Rookes v. Barnard事 件 判 決 後 に1965年 労 働 争

議 法 が 制 定 され ， 免 責 が 成 就 した.し か し， ア イル ラ ソ ドで は この点 に関 す る

立 法 は な さ れ なか った.
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 ② 契 約 違 反 の誘 致 を理 由 とす る不 法 行 為 の免 責 が ， 雇 用 契 約 の場 合 に の みYy

限 定 され た.し た が っ て， 商 事 契 約 違 反 の誘 致(お よび 間 接 の誘 致)を 理 由 と

す る不 法 行為 の免 責 は成 就 しなか った.こ の問 題 に関 す る主 要 な判 決 と して は，

Sheriff v. McMullen事 件 最 高 裁 判 決(1952年)(8)とsTalbot(Ireland)Ltd・

v.Merrigan and Others事 件 最 高 裁 判 決(1981年)(9)を 挙 げ る こ とが で き

る.後 者 は ， 憲 法 の財 産 権 保 障 を根 拠 とし て商 事 契 約 違 反 の誘 致 を 違 法 行 為 と

認 め た ， 次 の よ うな 判 決 で あ る.

 自動 車 販 売 業 を 営 むTalbot(Ireland)：Ltd.(X会 社)は ，500人 の従 業 員

・を1980年 に122人 に まで 削 減 した
.翌1981年 に は， 更 に86人 を 削 減 す る

計 画 を 発 表 した.こ れ に対 して ，従 業 員 は会 社 の削 減 計 画 に反 対 して，職 場 構

内 の 中 庭 を 占 拠 した.X会 社 は座 り込 み と ピ ケ ッテ ィ ソ グ の差 止 命 令 の発 給

を請 求 し， 認 め られ た.一 方 ，組合(ATGWU：Y組 合)は ， 他 組 合 に対 し て

争 議 支 援 を 求 め， 同 社 製 品 の 積 み荷 発送 を 中 止 す る よ う告 知 した ・ このY組

合 の 方 針 は ，ICTUの 幹 部 会 で了 承 された. X会 社 は， Y組 合 お よびICTU

の 代 表 を 名 宛 人 とす る仮 差 止 命 令(interlocutory injunciton)を 請 求 し， 高

等 法 院 で 認 め られ た.最 高 裁 は ，1906年 法 に よ る 免 責 は雇 用 契 約 の場 合 に 限

られ る こ と， ま た ， 当該 ボ イ コ ヅ トは ，X会 社 と第 三 者 と の 契 約 に 対 す る商

事 契 約 違 反 の誘 致 に あ た る こ とを認 め ，高 等 法 院 の判 断 を支 持 した.そ の際

憲 法 第40条(3)(ii)の 財 産 権保 障 条項 が 根拠 とさ れ た.

 ③ 雇 用 契 約 違 反 の誘 致 の 脅 し に 関 して は，Becton Dickinson&Co・Ltd・

v.：Lee事 件 最 高 裁 判 決(1973年)(10)が ， 違 法 手段)，rY`は当 た らな い も の と認 定

し， 免 責 され る こ とが 確 定 した.

 ④ 争 議 行 為 の 目的 に つ き，1906年 法 に よ り免 責 を 受 け 得 る争 議 行 為 は ， 「労

働 争 議 の企 画 ・遂 行(in contemplation or furtherance of a trade dispute)」

を 目的 とす る行 為 に 限 ら れ る と い う文 言(：Lord Wedderburnの い う 「黄 金

律 」)が ， 厳 格 に解 され て い た.C21)こ の こ とは ， と りわ け ，第 二 次 ピ ケ ッテ ィ

ソ グに対 す る具 体 的 な正 当 性 判 断 の 際 に 問 題 とな った.こ の 点 に つ き，裁 判所

は 第 二 次 ピケ ッテ ィ ソ グの規 制 を 目的 とした 差 止 命 令 の 請 求 を 広 く認 め て ， 命
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令 を 発 給 して きた.

 ピケ ッテ ィ ソ グは ， コモ ン ・ロ ー上 ， ニ ュ ーサ ン スや ト レス パ ス を構 成 す る.

しか し，1906年 法 第2条 に よ り，一 定 の 目的 と態 様 を有 す る もの で あ る限 り.

そ の実 行 行 為 老 と組 織 者 は 免 責 を 享 受 す る もの と され た.そ こで 問 題 とな るの

は， 使 用 者 に対 して 圧 力 を 加 え る こ とを 目的 と して ， 争 議 の相 手方 以外 の使 用

者 に対 して 平 和 的 な説 得 行 為 を 行 うこ とが ， い か な る範 囲 で免 責 され るの か と

い う点 で あ る.こ の， 第 二 次 ピケ ッテ ィ ン グに 関 す る明文 上 の規 定 は 存在 しな

い た めに ， 裁 判 所 の 解 釈 に ゆ だ ね られ た.

 第 二 次 ピケ ッテ ィ ン グの 免 責 に つ き， 判 例 は ， 当該 ピ ケ ッテ ィ ン グ と争議 行

為 との間 に， 「明確 に認 識 で きる関 連(aclearly discernible connection)」 が

存 在 してい る こ とを 求 め た(Ellis v. Wright(12)).ま た ， そ の 関連 の程 度 に つ

い ては ， 直接 的 で あ る こ と(directly connected)を 要 す る もの と した(ibid.).

しか し， それ が 具 体 的 に ど の程 度 の 関連 性 を要 求 す るの か とい う点 自体 に つ い

て は， 不 明確 の ま ま残 され た.し た が って ， 「“第 二 次 ピ ケ ッテ ィ ン グ” の 法的

地 位 は， 依 然 と し て不 明確 で あ」 り，(13)ま た ， 「[1906年 法]第2条(1)の 平

易 な文 言 に もか か わ らず ， ア イ ル ラ ン ドの 裁 判所 に は ， そ れ を不 法 な もの と し

て 認 識 す る傾 向 」(14)が あ った 。

 ⑤1906年 法第5条(3)の ，「労 働 者(workmen)」 の定 義 規 定(all persons.

employed in trade OZ industry)の 解 釈 が ， 厳 格 で あ った こ と.但 し， この

点 につ い て は ， そ の後 ，1982年 労 働 争 議(修 正)法(Trade Disputes(amend-

ment)Act 1982)に よ る修 正 の対 象 と な り， 争 議 行為 の 自由 を 享 受 す る労 働 者

の範 囲 が 原 則 として(警 察 と軍 隊 を 除 く)全 労 働 者 へ と拡 張 され た.

 また，アイルラン ドでは，英国と比較した場合，労働争議への対抗手段 とし

て使用者が差止命令を多用し，その際，裁判所も命令の発給を容認する傾向が

見 られた.(lb)

 一方，労働組合の法的性格と民事免責の関係は次のようにとらえられていた.

 アイルラソ ドにおいても英国同様に，1871年 法の下におけ る登録制度が存
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在 して きた.登 録 を 行 わ な い 非 登 録 組 合(unregistered trade union)の 法 的

性 格 は ， 社 交 クラ ブ(social club)と 同様 の もの で あ り， そ れ 自体 法 人 格 を 有

さ ない もの と理 解 され た.し た が って ， 組 合 財 産 また は 活 動 に 関 す る訴 訟 は ，

代 表 訴 訟(representative action)に よ る もの と され た.(ie)こ れ に 対 して ， 登

録 組 合(registered union)の 法 的 性 格 は， ア イ ル ラ ン ド共 和 国 の 前 身 で あ る

ア イ ル ラ ン ド自由 国(Irish Free State)(17)時 代 の判 例 に よ り， 法 人 格 を 有 す

・る準 法 人(quasi・corporation)と して 把 握 され て きた .(18)

 登 録 組 合 を 準 法 人 と して 把 握 した場 合 ， 組 合 幹 部 の行 為 を媒 介 と して ， 組 合

の 責 任 も追 求 され る こ と に な る.す なわ ち， 代 理 理 論(doctrine of agency .)

お よび 代 替 責 任(vicarious liability)法 理 に 服 す る こ とか ら， 組合 幹 部 に対 し

て 組 合 か ら受 権 が あ った もの と認 め られ る場 合 に は ， 争議 行 為 の法 的責 任 は組

合 に も及 ぶ.<18)本 来 ， 組 合 の 不 法 行為 責 任 は ， この基 本 原 則 の 問題 と して処

理 され る こ とに な る.し か し， 前 述 の とお り1906年 法 第4条 は ，裁 判所 が組

合 に 対 す る不 法 行 為訴 訟 を 受 理 す る こ とを禁 じ る こ とに よ り， 組合 の不 法行 為

責 任 を追 及 す る途 を閉 ざ した.ア イ ル ラ ソ ドで は， この1906年 法 の組 合 の特

権 的 免 責 に 関 す る規 定 が ，1990年 法 に 至 る まで 存 置 され て い た.

・(1)英 国統 治 下 か ら現 代 に至 る ア イ ル ラ ン ドの 労 働 争 議 法 に お け る コ ソス ピ ラ シ ー法

   理 の展 開 につ き，M. Mathews， “The Tort of CQnspiracy in Irish Labour

   Law”(1973)VIII Irish Jurist(n.s.)252参 照.

・(2) 菅 野 和 夫 『争 議 行 為 と損 害 賠 償 』 東 大 出 版 会 ・1978年
，110頁.

・(3) 1980年 代 の 英 国 に お け る労 働 立 法 お よ び労 使 関 係 の 動 向 につ き
， 稲 上 毅 『現 代

   英 国労 働 事 情 』東 大 出 版 会 ・1990年 ， 山 田 省三 「イギ リスに お け る労 使 関 係 の 変

   革 と労 働 争 議 法 の改 革 」(横井 芳 弘 編 『現 代 労 使 関 係 と法 の変 容 』 勁 草 書 房 ・1988

   年 ，151頁 以 下)， 参 照.

'(4)Kerr and Whyte ， op， cit.， p.250.

く5)1906年 法 自体 に対 す る 消極 的 な評 価 は ，例 えば ，1977年 のGouldings Chemi-

   cals：Ltd. v. Bolger事 件 最 高 裁 判 決([1977】1， R.211)の 傍 論 の中v'， 端 的 に 見

   る こ とが で き る.同 判 決 に おい て，Parke裁 判 官 は 同法 につ い て ， 慌 た だ し く思

   い付 か れ 早 産 した ， 多 くの 生 来 的 な 欠 陥 を 有 す る， 政 治 的 便 宜 主 義 の 所 産(a

   child of political expediency)で あ る との見 解 を 示 して い る.(at p.242).ま た ，
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(6)

(7)

(8)

(9)

tio>

(11)

(12)

(13)

(14)

(15)

(16)

(17)

Kenny裁 判 官 は ， 同法 は， Tall Vale判 決 の廃 棄 を迫 った ， 自 由党 の選 挙 公 約

を 果 たす た め に提 出 された も ので あ る と述 べ た.そ の上 で ， 同 法 の中 に は ， 急 い

で起 草 され た とい う多 くの証 拠 が存 在 して い る こ と， また ， 同 法 の文 言 に は， 柑

当 の考 慮 が払 わ れ た も ので は なか った こ とを 指 摘 して い る(atp・235・36)・

E.g. Educational Company of Ireland v. Fitzpatrick(no.2)([1961]1. R..

345).See J. T. Lang， ”Private Law Aspects of the Irish Constitution”

(1971)VI Irish Jurist(n.s.)237.

[1940]1.R.347.

[1952]1.R.236.

Supreme Court， unreported，30 April 1981.， see T. Kerr， ”Trade Disputes，

Economic Torts and the Constitution：The Legacy of Talbot”(1981)XVI

Irish Jurist(n.s.)241. See also Kerr and Whyte， op. cit.，247，48.

[1973]1.R.1.

See. M. W. Abarahamson， ”Trade disputes Act-Strict Interpretation in

Ireland”(1961)24 M.L.R.596；A. Kerr， ”ln Contemplation or Furtherance

of a Trade Dipute”(1980)4z)ublin University Law/ournal 59；M・

Redmond， Dismissal Law in the Republic of Ireland(Dublin，1982)， g.205..，

[1976]1.R.8atp.13.し か し， そ の後 の判 例 に よ る と， これ は 必 要 条 件 で は あ

る が必 ず し も十 分 条 件 とは され て い な い(Bradbury Ltd. v. Dully(High Court，

unreported，26 March 1979.， see(1984)3ノ'ournal of Irish Society}or Labour

Law 86).

Kerr and Whyte， op. cit.，30$.

Ibid.

See J. Casey， ”The Injunction in Labour Disputes in Eire”(1969)18 LC.L.Q.

347；T.Kerr， ”The Problem of the Labour Injunction Revisited”{1983)XVIII.

Irish Jurist(n.s.)34；F. von Prondzynski， ”Trade Disputes and the Courts：

The Problem of the Labour Injunction”(1981)XVI Irish Jurist(n.s.)228.

Kerr and Whyte， op. cit.， p.62，

1918年12月 の総 選 挙 で ， ア イル ラ ソ ド自治 推 進 論 を 唱 え るSinn Fein(ゲ ー

ル語 で 「わ れ ら自身 」 を 意 味 す る ナ シ ョナ リス トの団 体)が 圧 倒 的 な 支 持 を 得 た.

当 選 したSinn Feinの 議 員 は，1919年 月 に， ダ ブ リンに おい て 国 民 議 会 を 結 成

した.そ の後 ， 英 国 との 武 力 衝 突 を 経 た 後 ，・国 民 議 会 は 英 国 に 代 表 団 を 送 蛎 ア

イ ル ラソ ドに対 して英 連 邦 の中 に おけ る カ ナ ダ と同様 の地 位 を 与 え る こ とを 定 め.

た ， イギ リスーア イ ル ラ ソ ド条 約 を 締 結 した.国 民 議 会 は ，1922年1月 に 同 条 約'

を 批 推 した.こ こに ア イ ル ラ ソ ド自 由国 が 成 立 し ，英 国 に残 った 北 部6州 を 除 く

南 部26州 は ，.ほぼ 完 全 な 自治 権 を獲 得 した.
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(18)R.(LU.D.W.C.)v. Rathmines U.D.C.([1928}1. R.304)， see Kerr and.Whyte，

  op. cit.， pp.63-66.

(19)Kerr and Whyte， op. cit.， pp.139-40.

三 1990年 法労使関係法

 (一) 1990年 法 の形 成 過 程

 1906年 法 の改 正 問 題 は，1966年 の 労働 省設 置 以降 の懸 案 事 項 とされ て いた ，

1978年 に， 政 府 は， 「労使 関 係 に 関 す る調 査 委 員 会(Commission of Inquiry

on Industrial Relations)」 を設 置 した.同 委 員 会 は ，1981年 に 報 告 書(1～epoyt

of the Commission(ゾ1勿%〃 ツon Industrial Relations)を 提 出 した.1906

年 法 の 改正 を 求 め た 同報 告 書 の改 革 案 は， 実 現 され なか った も の の， そ の 後 の

議 論 に一 定 の影 響 を及 ぼす もの で あ った.ω

 労働 省 は，1983年 に ドキ ュ メ ン ト ・ペ ーパ ー(1)iscussion Document on

Industrial Relations Refoym)を ，1985年 に デ ィス ヵ ッシ ョ ン ・ペ ー パ ー

〈Discussions on Industrial Relations Reform)を 発 表 した 。 これ らを た た き

台 と して， 翌1986年 に， 労 使 関 係 法 の原 案(Outline of Principal Provisons

of Proposed New Trade 1)ispute砌4乃24戚 吻11～ θ1α'加s L⑫ ε1β'醜)(2)

が 労 働 大 臣 か ら提 出 され た.(3)同 原 案 は2部 構 成 で あ り， 第1部 で は 争議 行 為

法 を ， また 第 矼部 で は労 使 関 係 の調 整 機 関 を 中 心 と して改 革案 を提 示 して い る.

同 原 案 に対 して は ， 裁 判 所 を で き る限 り労使 関 係 に 関与 させ な い との効 果 が期

待 され て いた.ω

 同 原 案 第1部 の最 大 の 特 徴 は ， 争 議 行 為 法 に ， ス トライ キ権 お よ び 争 議 権

くright to strike and to take industrial action)の 概 念 を導 入 した こ とに あ

る.(5)こ こに 言 う 「ス トラ イキ 権 ・争議 権」 は，1906年 法 に よ り個kの 労 働

者 に付 与 され て い た免 責 を， 権 利 と定 義 し直 した もの であ る.争 議 行 為 に お げ

る労働 組合 の 団体 責 任 に関 して は， 従 来 の特 権 的 免 責 の法 構 造 が 維 持 され た.

第1部 で は， こ の 他 に，(第 二 次 的 行 為 を 含 む)争 議 行為 の定 義 の変 更 ，争 議
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行 為 前 秘 密 投 票(secret ballot)規 定 の新 設 ， お よび ，使 用 者 に よ る差 止命 令

の 請 求 の 制 限 な どを 提 案 して い る.

 また ， 第1【部 で は ， 紛 争 調整 機 関 の 機 能 強 化 が 図 ら れ た.労 働 関 係 委 員 会

(Labour Relations Commission)を 新 た に 設 置 して， 既 存 の労 働 裁 判 所 は ，

同 委 員 会 に 斡 旋 ・仲 裁 ・調 査(research)・ 審 査(review)の 権 限 を 委 譲 す る

こ とが 提：案 され て い る.同 委 員 会 は ， 労 使 紛 争 を 予 防 す る た め に ， 行為 準則

(code of practice)に 関 す る諸 任 務 を 負 うもの とされ た.一 方 ， 労 働 裁 判 所 は

従 来 の 機 構 を 維 持 しつ つ ， 専 ら，調 査(investigation)・ 勧 告 の 任 務 を 遂 行 す

る もの と され た.

 1986年 原 案 は ，1987年 に1987年 労 使 関 係法 案(Industrial Relations Bill

1987)と して 議 会 に 提 出 され た が ，政 権 交 替 に よ り誕 生 したFitzgerald政 権 の

下 で廃 案 とな っ た.こ れ を 受 け て ，1988年 に労 働 大 臣か ら新 た な改 正 案 が 提

出 され た.同 案 を基 礎 に 審議 が 行 わ れ ，1990年6月18日 に ，1990年 法 が

成 立 した.

(1)同 委 員 会 の1981年 報 告 の 概 要 と 論 評 に つ き ，C. McCarthy and F. von

  Prondzynski， ”The Reform of Industrial Relations”(1982)29 Administra-

  tion 220.

(2) Reproduced in， Department of Labour， Annual Report 1985(Dublin，1985)，.

  pp.66-71.

(3)労 働 大 臣 に よ る 同 原 案 に 対 す る コ メ ソ ト と し て ，R・Quinn， “The Reform of

  Trade Dispute and Industrial Relations：Legislation”(1986)5/ournal Of

  Irish Society for Labour Law 1.

(4) Para.18.

(5) 同 原 案 に お け る 「権 利 」 概 念 と英 国 法 の 動 向 の 比 較 に つ き ，K. D. Ewing， “The

  Right to Strike”(1986)15 LL.J.143；idem， ”Rights and Immunities in

  British Labour Law”(1988)10 C.L.L.ノ.1.批 判 的 論 評 と し て ， T. Kerr，

  “lndustrial Action：Rights or Immunities?” (1986)5/ournal oノ'Irish

  Society for Labour Law 7；C. McCarthy and F. von”rondzynski， ”The

  Reform of Trade Disputes Law”(1986)8Dublin University Law Journat

  59，
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 (二)1990年 法の概要

 1990年 法では，争議行為の法的責任の把握 につ き，従来 どお りの免責の体

系が採用された.同 法による主な改正点は次のとお りである.

 ① 労 働 争 議(trade dispute)の 当 事 者 お よび 対 象

 既 に 述 べ た よ うに ， ア イ ル ラ ソ ドで は ， 労使 間 の 紛 争 の み な らず労 働 者 間 の

紛 争 の存 在 が 問 題 とされ て きた.1906年 法 の 下 で は ， 蛍働 者 間 の 紛 争 も労 働

争 議 の定 義 に 含 まれ る もの と解 され て お り，使 用 者 側 か ら批 判 が 加 え られ て い

た.(1)1990年 法 で は ， 第8条 に お い て 「労働 争議 」 の文 言 の 定 義 が な さ れ ，

労 働 者 と使 用 者 の間 に 生 じた 紛 争(any dispute between employers and

workers)に 限 定 した.し た が って ， 労 働 者 間 の 紛 争 は 同 法 に お け る 「労働 争

議 」 の対 象 外 と され た.こ の 定 義 は ，英 国1982年 雇用 法(Employment Act

1982)に お け る労 働 争 議 の 定 義 と同 様 の もの で あ る.(2)

 労 働 争 議 の対 象 は ，労 働 者 の 採 用 また は 不 採 用(emploment of non・employ-

ment)， あ るい は ， 雇用 条件 若 し くは 雇用 に影 響 を及 ぼす 条 件(terms or con・

ditions of or affecting the employment)と 関 連 す る(connect with)争 議

で あ る こ と と定 義 され た.(3)

 ② 労 働 組 合 の定 義

 本 法 に お け る 「労 働 組 合 」 は ， 前 述 の ネ ゴ シエ イ シ ョソ ・ライ セ ソス保 有 組

合(し た が って ， 国 内 組合 の場 合 ，前 提 と して登 録 が要 件 とな る)を 指 す もの

と定 義 され た.C4)

 ③ 争 議 行 為 を め ぐる不 法 行 為 責 任 か らの 免 責 規 定 の整 備

 1906年 法 第3条 を 改 正 し， 個 人 が 争 議 行為 の企 画 ・遂 行 を 目的 と して行 う

次 の行 為(an act done by a person in contemplation or furtherance of a

trade dispute)の 場 合 に は ， 訴 訟 か ら免 責 され る も の と規 定 した.(5)

 (a)雇 用 契 約 違 反 の誘 致 ，(b)雇 用 契 約 違 反 の 誘 致 の 脅 し， 雇用 契 約違 反 の

脅 し，(c)他 人 の取 引 ・事 業 ・雇 用 に 対 す る 干 渉(interference)， また は ， そ

の 意 思 どお りに 資 本 ・労 働 を 処 分 す る権利 に 対 す る干渉.
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 これ らの うち，(a)，(c)， お よび ，(b)の 中 の 雇 用 契 約違 反 の 脅 しY'つ い て は ，

既 に1906年 法 お よび判 例(6)に よ り免 責 が成 就 して いた.し た が っ て， 今 回 の

法 改 正 で は ，新 た に 雇用 契 約 違 反 の 脅 しが追 加 され た のみ であ る.商 事 契 約 違

反 の 誘致 に 対 して は 認 め られ な か った.

 ④ 苦 情処 理 手続(grievance procedure)

 1906年 法 の下 で は， 労 働 協 約 に定 め られ た 苦 情 処 理 手 続 を 経 ず に 行 わ れ た

ピケ ッテ ィソ グの 正 当 性 に つ い て ， 解釈 が分 か れ て い た.(7)こ の点 に関 して ，

1990年 法 は 明 文 上 の 規 定 を 設 け た.(8)そ こに お い て， 労 働 者 が 労使 間 の 苦 情

処 理 手 続 を 尽 くす こ とな く行 った ス トラ イキ そ の他 の争 議 行 為 ， お よび ピケ ッ

テ ィ ングは ， 免 責 を享 受 し ない こ とが 明確 に され た.

 ⑤ ピ ケ ッテ ィン グ の免 責 要件

 労 働 争 議 の相 手 方 に 対 す る ピ ケ ッテ ィ ソ グに つ い て は， 第11条(1)で 規 定

され て い る.同 条 は ， ピ ケ ッテ ィ ン グを 行 う場 所 に つ き 「使 用 者 が労 働 ま た は

営 業 して い る場 所(aplace where their employer works or carries on busi-

ness)， あ る い は， 実 行 で き ない 場 合 に は そ の 入 り口」 と規 定 す る.し た が っ

て，1906年 法 とは 異 な り人 の 居 住 す る場 所 が 除 か れ た 点 で， 正 当性 の範 囲 が

限 定 され た.な お 同条 で は ， 北 ア イ ル ラ ソ ドの1976年 労 使 関 係(北 ア イ ル ラ

ン ド)規 則(Industrial Relations(Northern Ireland)Order 1976， Art.64 A>

や ， 英 国 の1974年 労 働 組 合 ・労 使 関 係 法(Trade Union and：Labour Rela-

tions Act 1974)と は 異 な り， ピ ケ ッ テ ィ ン グの 「参 加者 」 で は な く， そ の

「使 用 者 」 が 労働 ま た は営 業 して い る場 所 ， と され て い る こ とが 注 目され る.

 ピケ ヅテ ィソ グ の 目的 に つ い て は 「争 議 行 為 の企 画 ・遂 行 に お い て」 とい う

要 件 が 加 え られ て い る.ま た ， 態 様 に つ い て は 平和 的 な説 得 行 為 お よび情 報 の

平 和 的 授 受 に限 られ てい る.こ の 目的 と態 様 の要 件 は ， 次 の第 二 次 ピ ケ ッテ ィ

ソ グに も共 通 して い る.

 ⑥ 第 二 次 ピケ ッテ ィン グの 容 認 と免 責要 件 の 明確 化

 第11条 は，1906年 法第2条(1)を 改 正 し， ピ ケ ッテ ィ ソ グに つ い て新 た

な規 定 を置 いた.前 述 の よ う に，1906年 法 に は 第 二 次 ピ ケ ッテ ィ ソ グに関 す
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る 明文 規 定 が なか った こ とか ら， そ の法 的地 位 につ い て は裁 判 所 の解 釈 に委 ね

られ て いた.本 法 で は ，11条(2)に お い て ， 第二 次 ピヶ ッテ ィ ン グに関 す る

明文 規 定 が 設 け られ ， 以 下 の よ うな形 で 法 的地 位 の確 定 が 図 られ た.〈e)

 ピケ ッテ ィン グの 場 所 に つ き， 「労働 争議 の相 手 方 以外 の使 用 者 が ， 労 働 ま

た は営 業 を して い る場 所(aplace where an employer who is not a party

to the trade dispute works or carries on business)， あ る い は， 実 行 で き

な い場 合 に は そ の入 り口で 行 わ れ る」 もの と規 定 され た.

 第 二 凍 ピケ ッテ ィ ン グの 相 手 方 に 関 して は ， ス トライ キ また はそ の他 の争 議

行 為 の 目的 を 達 成 不 可能 に す る た め に(for the purp◎se of frustrating the

strike or other industrial action)， 当 該 使 用 者 が ， 労 働 争 議 の相 手 方 た る使

用 者 を 直 接 助 力 して い る もの と， ピケ ッテ ィ ング参 加 者 が ピケ ッテ ィ ソグ開 始

時 お よび そ の 期 間 中 に確 信 を抱 く こ とにつ き合 理 性 が あ る場 合 に ， 適 法 性 が認

め られ る もの と され た.

 ⑦ 労働 組合 の特 権 的 免 責 の制 限

 1906年 法 第4条 を確 認 す る と とも に， 修 正 が 加 え られ た.(10)今 回 の改 正 法

で は ， 労働 組合 ・使 用 者 団体 の不 法 行 為 責 任 に対 す る 免 責 規 定 に， 「労働 争議

の企 画 ・遂 行 」 とい う行 為 目的 の限 定 が 付 され た.

 ⑧ 争議 行 為 前 秘 密 投 票(secret ballot)の 新 設

 新 た に争 議 行 為 前 秘 密 投 票 に関 す る規 定 が設 け られ ， 投 票 に 関す る労 働 組 合

の 規 約 の制 定 が求 め られ た.C11)規 約 に は ， 組 合 員 に対 す る投 票権 の平 等 な保 障

と， 投 票 に際 して の組 合 内外 か らの干 渉 の 排 除 を盛 り込 む こ とが要 求 され た.

しか し，詳 細 に規 定 され た英 国 法 とは 異 な り， 投 票 実 施 の具 体 的 な時 期 や 方法

に関 す る統 一 的 な規 定 は 設 け られ ず ， 同 法成 立後2年 以 内 に作 成 され るべ き各

組 合 の組 合 規 約 にゆ だ ね られ た.(12)

 労 働 組 合 は， ス トラ イキ そ の 他 の 争議 行為 の ，・組 織(organise)・ 参 加(par・

ticipate in)・ 承 認(sanction)・ 支 持(support)に あ た っ て は， 組 合 員 に よる

秘 密 投 票 を要 す る もの と して い る.し か し， これ に よ り， 秘 密 投 票 に よ り組 合

・員 の支 持 を 得 な か った全 て の 争議 行 為 が
， 同法 に定 め る免 責 付 与 を 否 認 され る
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訳 では ない.か か る争 議 行 為 は， 次 の よ うな2っ の 場 合 に 分 け て 把握 され る こ

とに な る。

 第17条 は， 「投 票 結 果 を否 認 し， あ る い は結 果Y'反 して(disregard of or

contrary to the outcome of a secret ballot)」 労 働 組 合 また は労 働 者 の 集 団

が 争 議 行 為 を 遂 行 した場 合 ， 労働 者 個 人 へ の免 責 は失 わ れ る もの と規 定 す る.

この 文 言 か ちは ，投 票 を行 うこ とな く， あ る い は 無 効 な 投 票 で あ りつ つ も

(without holding a ballot or holding an invalid ballot)労 働 組 合 に よ り

遂 行 され る争 議 行 為 に つ い て は ， 正 当 な 争 議 行為 で あ る限 り， 労 働 者 は法 的 責

任 を免 責 され る こ とに な る.後 者 の 形 の 争 議 行為 の場 合 ， 投 票 を経 て正 規 に承

認 され た 争議 行 為 とは， 次 に述 べ る差 止 命 令 の免 責 の取 り扱 い の み が 異 な る も

の と解 され る.(13)

 ⑨ 争 議 行 為 開 始 の決 定 権 限(14)

 上 記 の争 議 前 秘 密 投 票 の結 果 ， 争 議 行 為 に 賛成 の 投 票 が過 半 数 を 占め た場 合

で あ っ て も， 争 議 行 為 を 開 始 す るか 否 か の 決定 は ， 組 合 の執 行 部(committee

of management or other controlling authority)の 完 全 な裁 量 にゆ だ ね られ

る こ とに な っ た.ま た， 投 票 の過 半 数 を反 対 票 が 占め た 場 合 に は ，執 行 部 は 争

議 行為 を開 始 す る こ とが で きな い.た だ し， 同一 使 用 者 の 下 に 複 数 組 合 が併 存

して お り， 争 議 行為 前 秘 密 投 票 の結 果， 全 票 の過 半 数 が 争 議 を承 認 した 場 合 は，

そ の 限 りで は な い(except where， in the case of ballots by more than one

trade union， an aggregate majority of all the votes cast， favours such

strike or other industrial action)も の とされ た.

 ⑩ 差 止命 令 の請 求 お よび発 給 の制 限

 既 に 述 べ た よ うに ，差 止 命 令 の多 用 が， 英 国 と比 較 した場 合 の ア イ ル ラ ン ド

の一 つ の特 徴 で あ った.こ れ を 是 正 す るた め に ， 労働 争議 へ の対 抗 手 段 とし て

使 用 者 が 用 い る 差 止 命 令 ρ 請 求 に 対 して ，._.定 の 制 限 が 加 え られ た.C15)す な

わ ち・ 組 合 規 約 に レた が って 行 わ μ た 秘 密 投 票 を 経 て洙 定 され・1週 間 以上0)

予 告 期 間 を置 い て開 始 され た ス トラ イキ 部 よび そ の 他 の 争 議 行 為 の場 合 ，使 用

者1よ， 相 手 方 に通 知 す う こ と な く一 方 的 に 差 止 命 令 を 請 求 す る こ とが で きな い ，
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また， この場合，裁判所は当該争議行為が 「労働争議の企画 ・遂行」の範囲内

にある限 り，差止命令を発給することができないものとされた.な お，使用者

か ら労働組合に対 して通知が行われた場合，差止命令の発給は裁判所が利益衡

量：に基づき判断することになる.

 但 し，不法侵入の場合や，他人の財産に不法に損害を与xる 場合，および，

死亡や人身被害を招いた場合や，そのおそれがある場合については， この例外

となる.ま た，労働争議の影響を被る第三者か らの差止命令の請求に関する制

限規定は，設けられなかった.

 ⑪労働関係委員会(1，abour Relations Commission)の 設置

 より良い労使関係を促進するための諸サービスを提供することを目的とす る，

労働関係委員会を新たに設置 した.(16)同委員会は，いずれも労働大臣が任命す

る，委員長1名 ，使用者委員2名 ， 労働者委員2名 ， 労働大臣の指名によ

る委員(公 益委員)2名 か らなる三者構成 とされた.ま た，同委員会は委員会

職員の中か ら，労使紛争の予防 ・解決に助力する職務を有する，労使関係官を

任命する.

 同委員会の具体的な主たる任務は，労使紛争の斡旋サー ビスの提供，労使
，関係に関する助言サービス(advisory service)の 提供，行為準則(code of
-practice)の 起草準備

， 行為準則に関するガイダンスの提供， 行為準則をめぐ

る紛争解決への助力，である.こ れ らの諸サービスの うち行為準則の起草以外

については，同委員会の労使関係官(助 言サービスについては委員会の任命を

受 けた職員でも可)が 行 う.

 同委員会が設置された背景には，1970年 代 に急増 した労働裁判所の負担を

軽減 し，調査 ・勧告機関 としての機能の回復を図るとい う目的があった.t17)

そのために，従来は労働裁判所の労使関係官が行っていた労使紛争の斡旋サー

ビスの権限を，新設の同委員会に委譲した.労 働裁判所は，原則として同委員

会 からの報告書を受けた後，労使双方の合意の下に調査 ・勧告手続に入るもの

と された.
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 ⑫行為準則

 1990年 法は，労使間の行為準則の重要性を強調するために，(18)その法的枠

組を設けた.C19)し たがって， 法形式としては法律に根拠を置 く準則である.

また，その改廃については，議会(House of Oireachtas)の 承認を要する.

この行為準則それ自体は法的拘束力を有するものではないものの，裁判所，労

働裁判所，およびその他の行政審判所において，証拠能力が認め られるものと

される.

 労働関係委員会は，自らまたは労働大臣の委託に応 じて行為準則を起草し，

労働大臣に提出する.そ の際，同委員会は，使用者および労働者を代表する組

織の見解を考慮 しなくてはならない もの とされ ている.同 委員会は行為準則

について，1991年6月 にディスカッション ・ペーパー(Discussion Paper on

Disputes Procedure)を 発表 した.そ こにおいて， 同委員会は， 紛争処理手

続に関する行為準則が労使関係の安定に対 して重要な役割を果たすものと，期

待 している.な お，具体的な準則案については報告がなされていない.今 後の

動向に注 目して行きたい.

(1)B.Wilkinson， ”The Irish Industrial Relations Act 1990`Corporatism and'

  Conflict Control”(1991)20 LL.J.21 at p.24.

(2) Employment Act 1982(Gt. Brit.)， s.18(2).

(3) この 点 につ き ，要 件 を 「直 接 的 に(directly)関 連 す る」 との文 言 に し，厳 格 化 を

  図 る案 も存 在 した が ， 厂直 接 的 に」 とい う文 言 は除 外 され た (T.Kerr， ”ln-

  dustrial Relations Legislation ConGensus not Complusion”(1991一 ①)20 r.z..T.

  240atp.244.).

(4)S.8.

(5) S.12.

(6) Becton Dickinson&Co. Ltd. v. Lee， supra.

(?)Kerr and Whyte， op. cat.， pp.310，11.

(8} S.9(2}.

(9)英 国 で は1980年 雇 用 法 に よ り禁 止 され た第 二 次 ピケ ッテ ィン グ を，1990年 法 が ・

  法 認 した背 景 に は ，愛 英 両 国 の争 議 戦 術 に おけ る ピ ケ ・ラ イ ンの 重要 性 の 相違 が

  存 在 す る(Casey，1972， P・700)・

(10) S.13.
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く11) Ss.14-1$.

〈12)秘 密 投 票 に 関 す る 条 項 と ， 後 述 の 差 止 命 令 に 関 す る 条 項 は ，1992年6月18日

  に 発 効 し た.

{13) Kerr，1991， p.249；idem， The Trade Union and Industrial Relations Act

  of Ireland(London，1991-Q2)， p.197.

く14) S.14(2).

{15) S.19.

(16) Ss.24-41.

{17)Kerr，1991-1Q， p.252.

(18) See Commission of Inquiry on Industrial Relations， op. cit.， ch.7.

(19) Ss.42，43.

四 1990年 法の評価

 以 上 の よ うな 内 容 を有 す る1990年 法 は，1992年6月18日 に 至 り全 条項

が 発 効 した.同 法 は， 「労 働 者 と使 用 者 の 間 の調 和 的 な 関係 を促 進 す る」 諸 規

定 を 設 け る こ とを そ の 目的 と して い る.ω か よ うな立 法 目的 の 下 に 制 定 され た

伺 法 は ， 従 来 の ア イ ル ラ ン ドの 法体 制 と比 較 した場 合 ， ど の よ うに 位 置 付 け る

こ とが で き る ので あ ろ うか.

 1990年 法 を法 構 造 の観 点 か ら見 た 場 合 ， まず 指 摘 で き るの は ， 同法 の中 に

一 連 の英 国 法 の影 響 が 見 られ る点 で あ る.し か し また， そ こに は ア イ ル ラ ン ド

法 的 な独 自性 も存 在 して い る.

 英 国 で は，1906年 法 の制 定 後 ，判 例 に よ り， 労 働 争 議 に お け る コモ ソ ・ロ

ー の残 存法 理 が整 序 され て き た .(2)ま た， 立 法 の対 応 も，1971年 法 が ドラス

テ ィ ッ クな 変 革 を 行 っ た 後 ，1974年 に は一 旦1970年 当 時 の 基 本 的 な 法 状 態

Wy戻 され， そ の後 ，1980年 代 に は 政 策 的 な 観 点 か ら 諸 立 法 が 制 定 さ れ て き

た.こ の よ うな英 国 の状 況 と比 較 した場 合 ， ア イ ル ラ ン ドの特 徴 は ， 立 法 の 不

活 発 さに 現 れ て い る.同 時期 に ， 英 国 法 を 参 考 に した1977年 不 公 正 解 雇 法

くUnfair Dismissal Act 1977)が 制 定 され た ほ か ， EEC指 令 に基 づ き， 反 差 別

(賃金)法(Anti-Discrimination(Pay)Act 1974)と ， 雇用 平 等法(Employ・

ment Equality Act 1977)カ ミ制 定 され た.し か し， これ らは ， 基 本 的 な労 使
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関係法の体系に影響を与えるものではなかった.(3)

 独立以降形成 されてきたアイルランド法の特質は， このような立法の不活発

さと，裁判所による市民法的自由を重視 した判断の傾向の中に見い出すことが

できるものと言い得る.こ のことを念頭に置 きつつ，以下，1990年 法に対す

る若干のコメントと評価を行 うこととする.

 第1に 取 り上げ られるべき点は，1990年 法第13条 が，1906年 法第4条

に 「労働争議の企画 ・遂行」の目的上の制限規定を挿入する形で，労働組合自

身の不法行為責任を追及す る道を開いた とい う点である.

 英国では，1971年 法が組合の特権的地位を排除した.そ の後， 同法の挫折

を経て，現在は，1982年 法により，「労働争議の企画 ・遂行」とい う例外的な

事由を除き，組合 自身の不法行為責任を問われることになった.そ の際，1982

年法はr不 法行為法上の代替責任が生 じる場合を，法文上明確化した.す なわ

ち，同法では，組合の代理人 と見なされる者がその授権の範囲内で行った行為

については，個人 と組合の両者に不法行為責任が生じるものとされた.ま た，

組合の授権の態様に関 しては，「特定の責任のある者(responsible person)」 の

概念を導入 してその要件を明確に しようとしている.

 アイルラソドでは， 今回の法改正で，(判例により準法人としてとらえ られ

ている)登 録組合の不法行為責任の免責に対して，一定の制限を加えた.す な

わち，第13条 により，1906年 法第4条 第1項 に 「労働争議の企画 ・遂行」

という目的上の制限が加え られ た.ま た，「労働争議の企画 ・遂行」の範囲外

の不法行為については組合の登録名をもって提訴 ・受訴することが禁じられて

おらず，組合幹部個人の不法行為責任を追及することも禁じられていない.そ

のために，個人 と組合の共同責任の追及も可能となった.こ のことは，労働組

合の不法行為責任を追及する際， コモン・ロー上の法理である代替責任を適用

す ることに途を開いたことを意味する.し かし，英国1982年 法とは異な り，

組合の代理人たる組合幹部の職務権限の範囲を法文上明確化している訳ではな

い.そ こで，今後，組合の不法行為責任をめ ぐり具体的な判断が行われる場合

には，授権者の範囲，および授権の態様とその効力如何が争点となろ う.
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 また，1990年 法第13条 の意義は，単に組合の免責範囲を限定 し，団体責任

として組合に不法行為責任の帰属を認めた，という事実にとどまるものではな

い.同 条は，アイルランド法における沿革上の基本問題，すなわち，労働組合

の法的地位および組織原則を，争議行為 との関係でいかに把握するのか とい う

問題を提起している.今 後の課題として，アイルランド国内での議論や判例の

展開に注 目して行きたい。

 第2点 目は，独自の成文憲法の存在と，裁判所による法の解釈の傾向が新法

に及ぼす影響についてである.最 高裁は，憲法の保障する自由権的基本権を法

的根拠に用いて，市民法的自由を重視し，労働争議の免責範囲を厳格 ・限定的

に解する判断を行って きた.1990年 法との関係では，仮に，裁判所の判断傾

向が今後も変わらないものとすると，憲法を直接の根拠に して，同法で規定さ

れた争議行為の免責範囲に制限が加えられることも考えられる.t4)

 例えば，1906年 法の下では，争議行為 への対抗手段 として差止命令が多用

され，労働者側から批判がな され た.そ こで，1990年 法では，使用者による

一方的な差止命令の請求に対 して制限が加えられた.し かし，一旦，差止命令

が正当な手続を経て請求された場合，裁判所による発給決定の傾向自体は，法

改正前と変わらないことも予想される.ま た，1990年 法第12条(c)は ，他

人の取引 ・事業 ・雇用に対す る干渉，または，その意思どお りに資本 ・労働を

処分する権利に対する干渉を，正当な争議行為の範囲内である場合には免責し

ている.同 条についても，今後，最高裁に よる憲法判断にさらされる可能性を

否定できないものと言い得る.

 第3点 目は，労働組合の内部関係に対 す る法的規制と組合民主主義につい

てである.1990年 法では，争議行為前秘密投票に関す る規定が設けられ，組

合の自律に対 して一定の制限が加 え られた.こ れに対応する英国法は，1984

年労働組合法(Trade Union Act 1984)と1988年 雇用法(Employment Act

1988)で ある.

 英国の1984年 法 と1988年 法は，それぞれ1983年 と1987年 のグリーン・

ペーパーに見られるように，組合民主主義の確立 と組合員の選択の自由の保障
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という政策課題の実現を，その立法目的 としていた.(5)そ こには，労働組合員

個人の自由の保護 と，労働組合による組合員個人の権利侵害の防止を重視する，

英国政府の基本的な姿勢を見ることができる.こ れは，英国において，ボラン

タリズムを理念として きた労使関係が1980年 代に入 り変容 した ことを示す も

のであり，「労使関係の法律主義化」(6)の一環 た る立法政策が採 られたことを

意味 している.Lord Wedderburnが 指摘するように，1980年 代の英国にお

ける組合民主主義の焦点は，単に組合内部の少数派の権利擁護の問題にあるの

ではなく，労働組合 と組合員の関係自体を 「結社の自由」を軸にして構成する

ことにあった.C7)(8)それはまた，個人の財産権 と，団体か らの自由を保障する，

コモン ・ロー的な権利構造と調和するものであった.

 一方，アイルラン ドでは既に次のような状況が存在 して いた.第1に ，判

例により，憲法の自由権的基本権保障(「結社および組合形成の自由」)を 根拠

として組織強制の違憲性が確認されてい た こ と.第2に ，憲法の基本権の保

障が，組合の内部問題に介入する際の法的根拠として用いられていたこと.第

3に ，争議行為前秘密投票が，既Y'多数の組合において実施されていたこと.(8>

これらのことから，1990年 法と英国1984年 ・1988年 法との間には，組合民

主主義をめぐる問題意識の相違が存在 していたものと推測される.す なわち，

それは，アイルラソドにおける組合内部の意思決定手続の実態とともに，労働

組合の構成原理のアイルラソド法的な把握に由来 している.

 アイルラソ ドでは，前述のEducational Company事 件以降，労働組合と

組合員の法的関係をいかにとらえるのかとい う問題が，労働法における重要な

論点の，.つとして論 じられてきた.ア イルラソド法は，独自の憲法の存在を前

提に，1980年 代の英国法におけ る組合民主主義をめぐる議論を，いわば先取

りしていたものといっては言い過ぎであろうか.

 第4点 目は，労使紛争の自主的 ・平和的解決の促進についてで あ る.前 述

のように，1946年 法第 皿部に基づき設置された，労働裁判所の制度目的は，

労使関係の安定の助力にあった.そ の制度趣旨か ら，労働裁判所が提供するサ

ービスの一つとして，労働協約の登録制度が設けられた.こ れは，労働裁判所
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が，労逐双方の申請に応 じて，一定 の要件 を満 たす労働協約 を登録し(reg

istered employment agreementと 称される)，そこY'法的拘束力を付与す

るとい う制度である.同 サービスについては，登録制度に対する労使双方の抵

抗感の存在か ら，利用件数の少なさが指摘 されていた.qo)し かし，今回の法改

正では，この問題に関しては手が加えられなかった.

 その一方で，1990年 法は，苦情処理手続 の重視 と紛争調整のシステムの拡

充により，労使紛争の自主的 ・平和的解決の枠組作 りを図っている.す なわち，

前述のとおり，労働協約(collective agreement)bこ より定められた苦情処理

手続を重視する規定が設けられている.ま た，紛争の初期段階における調整を

新たに設置された労働関係委員会が行 うことにより，労使紛争の早期解決と労

働裁判所の調査 ・勧告機能の強化が図られている.

 後者の措置の結果，斡旋段階で の解決は，法改正前の1990年 度には72%

であったのに対して，設置以降6ヵ 月間の集計では，86ｰoに 上昇している.

また，労働裁判所の聴聞件数は，同期間中に189件 から41件 に減少 してい

る.q1)言 うまでもなく，これ らのデータは長期的に集計しない限 り，その動向

を把握することは不可能である.し かし，少なくとも現段階では，紛争調整に

おける初期段階のサービスを別組織が提供することにより，・付託された紛争の

早期終結を図るとい う意図は，達成されているものと言 うことができる.

 1990年 法の立法趣旨は労使関係の 平和 と安定の実現にある。 したがって，

ユ990年 法を評価する際には，争議行為の法構造とと もに，紛争予防 ・紛争調

整のシステムについても重視する必要があろ う.

(1) Industrial Relations Act，1990， preamble.

<2) 菅 野 前 掲63頁 以 下 ， 同 厂イギ リス争 議 行 為 法 の変 革 一 ・一新 た な 争 議 行 為 法 の体

  系 と性 格 一 」 日本 労 働 法 学 会誌 ・41号(1973年)，99頁 以 下.

・(3) Von Prondzynski， ユ990， p.503.

く4)See Kerr，1991一 ① ， P.256；Wilkinson， op. CZt・， PP・30-34・

《5) グ リー ソ 。ペ ーパ ー お よび 労 働 立 法 の紹 介 と論 評 に つ き， 鈴木 隆 厂イ ギ リス1984

   年 労 働 組合 法 と組合 民 主 主 義(一)～ 」 島大 法 学 ・31巻2号(1987年)，37頁 以
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  下 ， 古川 陽 二 「サ ッチ ャー政 権 と 『組 合 民 主 主 義 』 一.書 『労 働 組 合 に お け る民

  主 主 義 』 の背 景 と内 容 」 労 働 法 律 旬 法 ・1075号(1983年)，14頁 以 下 ， 同 「翻

  訳 と解 説 ：英 国 政 府 緑 書 『労 働組 合 と組 合員 』」沖 縄法 学 ・16号(1988年)・201

  頁 以 下 参 照.

(6) 山 田前 掲 ，186頁.

(?)Lord Wedderburn， ”Freedom of Association and Philosophies of Labour

  Law”{1989)18 L .J.1.

(8) な お， わ が 国 の戦 後 労 働 法 学 に お け る団 結 権 思 想 と結 社 の 自由 につ き， 角 田邦 重

  厂団 結 権 と労 働 者 個 人 の 自 由」 目本 労 働 法 学 会 誌 ・77号(1991年)138頁 以 下 ，

  西 谷 敏 「団 結 権 論 の 回 顧 と 展 望 」 同 誌 ，65頁 以 下 ， 同 『労働 法 に お け る個 人 と

  集 団 』有 斐 閣 ・1992年 参 照.

(9)Kerr，1991-Q， p.248.

(10)Kerr and Whyte，1985， p.152.

(11)Kerr，1991一 ① ， P.253.

五 結 びにか えて

 英国の(広 義の)社 会法をアイルラン ド法と比較 した場合，アイルランド法

に特徴的なのは社会政策に関する立法の不活発さである.こ のことは，既に見.

た ように労働法の領域においても当てはまる.そ の中で，：Lemassの 影響下で

制定された1941年 労働組合法と1946年 労使関係法は，例外的な地位を占め・

ている.

 アイルラソ ドの独立は，工業化の進んでいた北アイルラン ド6州 が英国に留

まる形で行われたために，当時の主たる国内産業は農業であ りrし かも，その

大半は所得水準の低 い小 ・中規模農家であった.(1)Lemassは ，「新 しいアイ

ルラソ ド産業革命の建設者」(2)として，アイルラソドの産業化を図った.1940・

年代の労働立法は，産業構造の変換を達成するための前提条件たる，労働組合

運動の合理化 と労使関係の安定を達成するための政策手段 として制定 された.

すなわち，労働組合を社会的なパートナーとして位置付けるとともに，自国労

働組合の交渉力掻化 を図っ九ものであった.特 に，1941年 法は従前の法体制

との整合性如何の問題を有していたにせよ，社会政策の観点か らは 「労働組合
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運動の構造改革に関する最もラディカルな試み」(3)であった.

 今回の法改正がこの時期に行われたことも，次のような政府の経済政策の文

脈の中で理解 される必要があろう.

 現在，アイルラソド政府は，失業問題の解決と国内経済の基盤強化のために，

雇用創出のための投資の誘致を図っている.新 たな産業誘致の中心は，電子，

医薬品，金融などの，高付加価値産業の業種に置かれている。その背景には，

：ECの 経済統合を控え，労働力の自由化とともに生じるであろ う，国内からの

若年労働力の頭脳流出を防止するとい う目的があるものと推測 される.

 今回の法改正には，海外か らの産業誘致を行 う際の基盤整備，とい う側面が

認められる.す なわち，産業誘致の前提には税制上の優遇措置のみならず，安

定的な労使関係が求められ，るか らである.(4)言 うまで もな く，1940年 代の労

働立法 と，ECの 市場統合を睨んだ今回の法改正ではその背景が異なる.し か

し，産業構造の変革を前提 とした社会政策の一環，とい う意味において共通点

を有 していよう.

 アィルラソドは，英国か らの独立とともに，英連邦を離脱 した.し かし，英

国の統治下で形成されたアイルラン ド法は，現在もなおコモン・ロー体系の中

にある.〈a>そこにおいて，社会政策の手段 として労働法制を用いる場合，法構

造の上でいかなる問題が生じ，また，現実的にいかなる効果をもたらすことに

なるのか.今 後の動向に注目して行きたい.英 国の立法動向の影響を受けつっ

も，なおその独自性を有するアイルラン ド法は，争議行為の法的構成の問題

労働組合の法的地位の問題，紛争調整の問題，更には，労使関係における法や

国家の在 り方の問題などに対 して，興味深い素材を提供するものと思われる.

(1) この点 につ き， 拙 稿1991年 一① 参 照.

(2)バ トリ ッ ク ・リン チ 「条 約 以 降 の ア イ ル ラ ン ド(1921～66)」(T.D.ム ー デ ィ ・

  F，X.マ ー チ ソ(堀 越 智 監 訳)『 ア イ ル ラ ン ドの 風 土 と歴 史 』論 創 社 。1982年)

  371頁.

(3) McCarthy，1977， p.181.

(4) 今 回 の 法 改 正 の 直 接 の 枠 組 は ， 政 府 の 社会 ・経 済 政 策 の 方 針 を提 示 した ，Pro一
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  gramm for National Recoveryに 見 られ る.こ こで 示 され た 労 働 立 法 の方 針 自

  体 は ，1983年 の 労働 省 の デ ィス カ ッ シ ョン ・ペ ー パ ーで ， 既 に 確 立 した も ので

   あ った.こ の デ ィス カ ッ シ ョン ・ペ ーパ ーは ， 「労使 関係 の 領 域 に お い て ，法 の

  重 要 性 に 過 剰 な 期 待 を 寄 せ る誤 りを 犯 さな か った 」 と評 され て お り， ス トラ イキ

  発 生 率 の上 昇 を ，法 の欠 陥で はな く紛 争 解 決 機 関 の不 備 を 示 す もの と認 識 して い

   た.See Klerr，1991一 ① ， P.242・ ， Hardiman， op. CZt・， ch.8.

(5)加 藤 前 掲(1988年)は ， 厂コモ ン ・ロ ーの最 初 の 冒険 は ア イ ル ラン ドで あ っ た」

   とい うJohnson裁 判 官(1924-40)の 言 葉 を 引 用 しつ つ ， わ が 国 で は ， ア メ リカ ，4

   カ ナ ダ， ナ ー ス トラ リア に おけ る研 究 水 準 と比 べ て 大 き く立 ち遅 れ て い る， ア イ

   ル ラ ソ ド法 研 究 の 意義 を指 摘 してい る.
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